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－1－ 

第１章 要請背景・調査概要 

１－１ 要請背景 

モンゴル国（以下、「モンゴル」と記す）政府はコペンハーゲン協定に基づき、2010 年 1 月に開発

途上国による適切な緩和行動（Nationally Appropriate Mitigation Action：NAMA）を提出、また 2015

年 10 月には各国が自主的に決定する約束草案（Intended Nationally Determined Contribution：INDC）

を提出し、同文書が 2016 年 9 月に第 1 回の自国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution：

NDC）として承認されている。モンゴルでは、温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）の排出量は極

めて低いレベルにあるものの、日本、韓国等近隣の先進国に比較し、炭素強度（carbon intensity）が

突出している特徴があり、エネルギー分野の緩和策が特に重視されている。 

自国の GHG の排出・吸収量を把握することは適切な緩和行動のために重要であり、GHG インベン

トリはこの基礎となるツールである。モンゴルは 1990 年から 2014 年までに、国連気候変動枠組条約

（United Nations Framework Convention on Climate Change：UNFCCC）のもとで作成した第 1 回／第 2

回国別報告書（Initial National Communication：INC／Second National Communication：SNC）を含めて

四度、GHG インベントリ作成の経験を有するが、いずれもプロジェクトベースのアプローチであり、

実施機関も都度変更されてきたため、インベントリ作成のノウハウは国内で体系的に整理・継承され

ていない。他方、GHG インベントリは国別報告書（National Communications：NC）及び隔年更新報

告書（Biennial Update Report：BUR）を構成する要素の一つであり、継続的な作成が求められる。 

こうした背景に基づき、継続的かつ安定的な GHG インベントリシステムの構築及び、実施機関／

関係機関の能力強化にかかる支援が求められている。 

 

１－２ 第１次詳細計画策定調査 

１－２－１ 調査目的 

本要請は、2014 年 7 月に当時の自然環境・グリーン開発省
1
（Ministry of Environment and Green 

Development：MEGD）より提出され、2015 年 2 月に採択されたものである。第 1 次調査は以下の

方針に基づき調査が実施された。 

（1）協力の枠組みについて実施機関等と協議、合意すること。 

（2）本格協力の実施に必要な関連情報の収集・整理を行うこと。 

（3）本格協力の実施方法、留意事項等について確認し、計画策定結果にまとめること。 

 

当初の要請内容は「表１－１ 要請書概要」のとおり GHG インベントリに関連した内容が列挙

されているものの、取り組むべき課題について系統的な絞り込みが行われていなかった。また、2015

年に実施された MEGD の組織変更に伴い、要請書において本事業の実施機関に指定されていた気

候変動調整室（Climate Change Coordination Office：CCCO）が規模を縮小し、同室の一部の人材が、

環境省が所管する自然保護基金（Nature Conservation Fund：NCF）のもとに新設された気候変動プ

ロジェクト実施ユニット（Climate Change Project Implementation Unit：CCPIU）に異動したことが

確認された。そのため、（1）に関して、特に要請内容の整理と実施体制の確認に調査の重点を置く

方針となった。 

                                                        
1 以降、数回の名称変更があり、2017 年 5 月現在は自然環境・観光省（Ministry of Environment and Tourism：MET） 



 

－2－ 

表１－１ 要請書概要 

協力期間 4 年間 

上位目標 

 

持続可能な国家温室効果ガスインベントリシステムが構築され、信頼性・正確性・一貫

性のあるデータが定期的に更新されるようになる。 

案件目標 （1）国家温室効果ガスインベントリシステムが構築され、将来の GHG 排出量予測や

気候変動緩和政策・対策の検討に活用される 

（2）GHG インベントリ作成を通じて、UNFCCC に提出する BUR や NC の作成業務で

中核となる自然環境・グリーン開発・観光省（MEGDT）及び関連組織の人材能力が

強化される。 

成果 （1）国家温室効果ガスインベントリシステム構築 

想定される活動 

・ GHG インベントリ構築にかかわる人材に対する研修を行う 
・ GHG カテゴリー別に、モンゴルにおいて入手可能なデータを評価し、デー

タ入手困難なものについてはデータ収集の阻害要因を解決する 
・ 国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 

Change：IPCC）ガイドラインをベースに NC や BUR を前提とした GHG イ

ンベントリ準備のためのワークプランを作成する 
・ モンゴル固有の GHG 排出係数やその他のパラメーターに関して調査を行い、

モンゴル固有の活動量、排出係数、その他のパラメーター等、GHG インベ

ントリに利用されるデータをデータベース化する 
・ 報告書作成を前提として、モンゴル国固有の事情を加味したマニュアル・テ

ンプレート・ツールを作成する 
・ GHG インベントリシステムの構築を踏まえ、セクターごとに、NAMA-MRV

メカニズムを更新し、品質保証／品質管理（Quality Assurance/Quality 
Control：QA/QC）を併せて実施する 

・ GHG 排出量及び将来のトレンドに関する予測を行う 
（2）GHG インベントリ報告書の質向上 

想定される活動 

・ インベントリ作成にかかる国際的なガイドラインを踏まえ、活動量・排出係数等

必要となるデータを収集する 

・ 地方・地域レベルからの報告業務を見据え、国家～地方レベルの能力強化研修を

実施する 

・ BUR や NC、国家温室効果ガスインベントリ報告書（National Inventory Report）

など、各種報告書を完成させる 

（3）GHG インベントリのデータ・知識共有ネットワーク構築・人材能力強化 

想定される活動 

・ インベントリ作成に関与する組織を特定し、組織ごとの役割を明確化するととも

に、協力を前提とした覚書（Memorandum of Understanding：MoU）を結ぶ 

・ 地方行政向けの GHG インベントリに関する簡潔なガイドブックをモンゴル語で

出版する  

・ 環境グリーン開発省に対し、統計局、県庁・村役場からの報告を義務づける仕組

みを構築する 

・ 省・県・村等ステークホルダーに対し、政策レベルでの助言をする 

要請機関 自然環境・グリーン開発・観光省（MEGDT） 

期待される投

入 

日本側：本邦専門家（GHG インベントリの各セクターごと、NC 作成にかかる専門家）、

セミナー開催費用、本邦研修 etc. 
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１－２－２ 調査団員 

担当 氏名 所属 

総括 深瀬 豊 
（独）国際協力機構地球環境部環境管理グループ 

環境管理第一チーム 課長 

気候変動対策 川西正人 （独）国際協力機構 国際協力専門員 

協力企画 大塚高弘 
（独）国際協力機構地球環境部環境管理グループ 

環境管理第一チーム 

GHG インベントリ 榎 剛史 
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）、国立環境研究

所温室効果ガスインベントリオフィス 共同研究員 

評価分析 廣内靖世 （株）国際開発アソシエイツ 

 

１－２－３ 調査日程（2016 年 1 月 24 日～2 月 6 日） 

日付 曜日 スケジュール 

1 月 24 日 日 成田／関空－ソウル－ウランバートル（GHG インベントリ、評価分析） 

1 月 25 日 月 

モンゴル事務所打合せ 

MEGDT 

CCPIU/NCF 

1 月 26 日 火 
民間コンサルタント会社（インベントリ作成の全体枠組み・現状の確認） 

情報収集（IRIMHE、エネルギー省） 

1 月 27 日 水 情報収集（IRIMHE、農業省、工業省、CCPIU/NCF） 

1 月 28 日 木 
団内協議（TV 会議） 

情報収集（工業省、統計局、UNDP、GIZ、UN-REDD） 

1 月 29 日 金 
成田―ソウル―ウランバートル（総括） 

情報収集（CCPIU/NCF） 

1 月 30 日 土 報告書まとめ 

1 月 31 日 日 
成田―ソウル―ウランバートル（気候変動対策、協力企画） 

団内協議 

2 月 1 日 月 

モンゴル事務所打合せ 

MEGDT 関係者協議（グリーン開発政策計画局長、IRIMHE） 

（1）日本のインベントリ準備作業と体制についての説明 

（2）モンゴルのインベントリ準備作業と体制について 

NCF 気候変動アドバイザー（UNFCCC フォーカルポイント） 

2 月 2 日 火 

MEGDT 関係者協議（グリーン開発政策計画局長、IRIMHE） 

MEGDT 大臣表敬 

M/M 案修正 

2 月 3 日 水 

MEGDT 関係者協議（グリーン開発政策計画局長、IRIMHE） 

NCF 協議 

IRIMHE 協議 

2 月 4 日 木 
M/M 署名式 

大使館報告 

2 月 5 日 金 
ウランバートル－成田（総括、気候変動対策、協力企画） 

情報収集（モンゴル科学技術大学） 

2 月 6 日 土 ウランバートル－ソウル－成田／関空（GHG インベントリ、評価分析） 
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１－２－４ 調査結果概要 

（1）協力枠組み及び協議議事録について 

  調査団派遣前の事前ヒアリングにより、GHG インベントリデータの取りまとめは、自然環

境・グリーン開発・観光省
2
（Ministry of Environment, Green Development and Tourism：MEGDT）

が所管することが確認されていた。そのため、本プロジェクトでは MEGDT を主たるカウンタ

ーパート（Counterpart：C/P）とし、CCCO の実際のキャパシティーを調査しつつ、GHG インベ

ントリ作成に実際に関与している主要なライン省庁への協力も視野に入れ、調査を実施する方

針としていた。 

  調査開始後、2015 年の省庁再編に伴い MEGDT 行政管理局対外関係課内に位置づけられてい

た CCCO が、同年 12 月に廃止されたことが確認された。MEGDT 内部には、気候変動政策に関

連する 2 つの部局（①国際機関の支援により実施している NCF/CCPIU を管理する行政管理局

対外関係課、及び②気候変動に関連したグリーン開発政策を所管するグリーン開発政策計画局）

が存在したため、双方と協議を行い本プロジェクトのあるべき実施体制について意見交換を行

った。 

  次期 GHG インベントリの作成体制について確認を行ったところ、①行政管理局及び NCF か

らは NCF が中心的役割を担う想定、②グリーン開発政策計画局からは、気象水文環境情報研究

所（Information and Research Institute of Meteorology, Hydrology and Environment：IRIMHE）が同

役割を担う想定が説明された。調査期間中、両部局の間では意見調整が行われず、MEGDT と

しての統一的な見解を得ることができなかった。 

  このため、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）では、プロジェクトの実施体制について

追加の情報提供を依頼するとともに、第 1 次調査終了後の継続協議を約し、署名を行った。 

 

（2）GHG インベントリ実施体制の変遷 

  モンゴルにおける近年の GHG インベントリに関する法的、政策的、制度席枠組みに関して、

以下のとおり情報収集／整理が行われた。 

2010 年 SNC 提出 

2011 年 1 月 気候変動に関する国家行動プログラム（National Action Programme on Climate 

Change：NAPCC）（2011-2016、2017-2021）（議会承認）。気候変動対策実施の法

制度・組織・指導体制確立を戦略目標とする。 

2011 年 2 月 CCCO 設立 

2012 年 5 月 新大気法 24 条が承認される。GHG インベントリは国際条約で承認されたマニュ

アルを使って CCCO が実施する、との規定あり。 

2014 年 6 月 グリーン開発政策が議会で承認される。 

2014 年 7 月 要請書が提出される（署名者は CCCO 室長ダグバドリ氏） 

2014 年 9 月頃 国連環境計画（United Nations Environment Programme：UNEP）地球環境ファシ

リティ（Global Environment Facility：GEF）のプロジェクトにより、UNFCCC へ

の報告義務を遂行するため①第 3 回 NC、②第 1 回 BUR の策定支援が開始 

                                                        
2 2015 年の省庁再編により MEGD が名称変更したもの。 
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2015 年 1 月 CCCO が規模を縮小し、対外関係課の下に置かれる。 

2015 年 2 月 NCF/CCPIUをUNEP/GEFプロジェクトの実施機関に指名する大臣令が発出され

る。 

2015 年 5 月 大臣名による JICA 宛レターの発出。CCCO に代わる本プロジェクトの実施機関

として CCPIU が指名される。 

2015 年 11 月 MEGDT 気候変動局対外関係課内に設置されていた CCCO が廃止され、同室に

所属の職員は、対外関係課職員として配置転換される。 

 

１－２－５ 主要面談者リスト 

【カウンターパート機関（想定）】 

  氏名 部署 役職 

自然環境・グリーン開発・観光省（MEGDT） 

1 Bulgan Tumendemberel Department of Green Development 
Policy and Plannning 

Director General 

2 CH. Munkhzul Officer 

3 M. Chaminsetseg 
Department of Public Administration 
and Management 

Acting Director General 

4 Ts. Enkhsaikhan International Cooperation Division, 
Department of Public Administration 
and Management 

Director 

5 
Ch. Gerelt-Od 
Tsogtbaatar 

N/A 

自然保護基金（NCF） 

6 Batjargal Zamba   
National Focal Point UNFCCC, 
IPCC, GCF 

7 Batjargal Khandjav 
Climate Change Project 
Implementing Unit 

Director 

8 Saruul Dolgorsuren Biennial Update Report to UNFCCC Project Manager 

9 Gerelmaa Shaariibuu 

Climate Change Project 
Implementing Unit 

Research, Evaluation and Education 
Officer 

10 Tegshjargal Bumtsend 
Project Manager for the INDC of 
Mongolia 

11 Sanaa Enkhtaivah GHG Inventory Expert 

気象水文環境情報研究所（IRIMHE） 

12 Khudulmur Sodov   Interim director 

13 Oyunchimeg 
Environmental Research Section 

－ 

14 Jugder Dulam Head 

15 Gomboluudev Purevjav Climate Section Head 

 

【協力機関】 

  氏名 部署 役職 

統計局（National Statistical Office of Mongolia） 

1 Ariunaa   Senior specialist/ industry 

2 Enkh-Amgalan   Agriculture 

3 Enkhjavkhlan   Transport 

4 Batzorigt   Environment 
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エネルギー省（Ministry of Energy） 

5 Yerun-Ulzii     

道路省（Ministry of Road and Transportation） 

6 Batbold Jargalsaikhan 
Maritime and waterways transport 
division 

Director 

7 Munkhnasan. S 
Air Transportaion Policy 
Implementation and Coordination 
Division 

Head 

鉱業省（Ministry of Mining）  

8 L. Radnaasuren 
Department of Fuel policy and 
regulation 

Director 

9 Erdenetsetseg   Air polution specialist 

工業省（Ministry of Industry） 

10 Temujin 
Oil, coal and Chemical Industry 
Division (specialist) 

－ 

11 Tserennorov Dolsuren 
Oil, Coal and Chemical Industry 
Division, Department of Heavy 
Industry Policy 

Head of Oil, Coal and Chemical 
Industry Division 

農業研修・情報センター（Agricultural Training & Information Center） 

12 Biniye Bataagiin   Director 

モンゴル科学アカデミー 地理学・地生態学研究所 
（Mongolian Academy of Science：Institute of Geography-GeoEcology） 

13 O. Batkhishig Soil science sector Head 

土地・建設・測量庁（Administration of Land Affairs, Geodesy and Cartography） 

14 Enkhjargal 
Cadastrial Division 

Senior specialist 

15 Nyamdavaa Purevjav Specialist 

モンゴル国立大学 総合文化研究科 
（National University of Mongolia：School of Arts and Sciences） 

16 Ariuntsetseg Lkhagva Department of Biology Assistant Professor 

Energy, Environment research and Consulting services 

17 Dorjpurev Jargal   Director and senior consultant 

Mongolia Water Forum Uskhelts 

18 Batimaa Punsalmaa   General Director 

モンゴル科学技術大学（Mongolian University of Science and Technology） 

19 Namkhainyam Busjav   Professor 

 

【他援助機関】 

  氏名 所属 部署 

1 Dan O. Altrell 
GIZ 

Team Leader, REDD+ National Forest Inventory 
in Mongolia Project 

2 Erdenebat Erdenejav 
Project Coordinator, REDD+ National Forest 
Inventory in Mongolia Project 

3 Richard Metcalfe UN-REDD  
International Consultant NFMS and RELs, 
UN-REDD Mongolia National Programme 
Programme Management Unit 

4 Jon M. L. Lyons 
Global Green Growth 
Institute 

Country Representative 
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１－２－６ 団長所感 

当該調査団派遣前には、重要な C/P 組織の一つと考えられていた CCCO が（規模は縮小してい

るものの）存在しているとの情報を得ていたが、現地調査の開始直後に同室そのものが、既に存在

していない事態が明らかとなった。 

したがって、GHG インベントリを実際に作成する組織（機関）がどこにあるべきかを明確にす

ることが、本調査においてもっとも優先すべき確認事項となった。しかしながら、MEGDT をはじ

め関係機関との協議を通して、人によって大きく意見が異なり、その都度、具体的な協力の枠組み・

あるべき実施体制について調査団内でも検証しなおすこととなり、日々、その対応に追われること

となった。 

このため、当初は、本調査の適切な M/M 署名者が誰なのかについても戸惑うこととなったが、

多くの関係者からのヒアリングを通じ、実際に本事業に関する協議を決定していく実権を有するの

は MEGDT のグリーン開発政策計画局長であることを確認した（MEGDT には、六つの局が存在す

るものの政策を担う局がもっとも権限が強いとのこと。なお、大臣・次官の意見が、必ずしも同省

の統一した見解となっていない実状も考慮）。 

なお、右局長は、GHG インベントリの作成体制が不安定であることに問題意識をもっており、

その観点から実施体制の整理が必要であるとの認識をもっている。なお、実施体制が不明確である

ため具体的な協力案を定めることができないとする当方からの発言に対して、同局長からは、M/M

協議最終日に、モンゴル政府内で（本事業にかかる実施体制を）十分に整理しきれなかったことに

対して謝罪の意が表明されている。 

モンゴル政府として GHG インベントリ作成の体制整備を進めなくてはならない、という点に関

しては、どの関係機関（者）からも異論がなく、本事業に対する本質的なニーズは高いことが明ら

かとなった。他方、先方の実施体制が定まるには、先方政府内での調整を要するものと考えられる。

今後は、先方政府との継続的な連携を通じ、この調整を見守りつつ、適時・適切な追加調査を行う

ことが重要と考える。 

 

１－２－７ 気候変動団員所感 

UNFCCC のもとでパリ協定が採択されたが、これが発効すれば、批准国は GHG インベントリの

定期的な報告義務を負う。また、整合性のあるインベントリの策定は、各国の気候変動対策の計画

及び実施評価のための基盤となる。一方で、これらを可能とする国内の実施体制の構築は、発展途

上国の多くにとって共通の課題となっている。 

モンゴルでは、かつて、CCCO がインベントリの取りまとめを担い、右 CCCO が本案件の要請元

であった。しかしながら、2015 年の省庁再編の影響により、CCCO にて当該業務を担当していたス

タッフは、MEGDT 傘下の NCF 内に設けられた CCPIU へ移った。以降、NCF/CCPIU が、GEF の資

金支援により、インベントリの取りまとめを行っている。 

一方、今後の実施体制のあり方については、MEGDT グリーン開発政策計画局と NCF との間の

見解の相違が、本調査のほぼ最後に至るまで顕在化していた。省内筆頭局であり、またグリーン開

発政策の取りまとめを担う政策計画局の局長は、NCF/CCPIU の担当スタッフが GEF のプロジェク

ト資金により傭上される現状等にかんがみ、体制上の安定性を欠くなどの理由から、NCF/CCPIU

に代わって、今後は同じく MEGDT 傘下の IRIMHE がインベントリの取りまとめを担うべきとの

見解を示した。これに対し、NCF は、これまでの実績と知見を今後とも継承する観点から、引き
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続き自らがその役割を担うべきとの考えを示していた。こうした状況のなか、①本案件の形成にあ

たっては、上記に関する一致した見解がモンゴル側から示されることが前提となること、②IRIMHE

と NCF のいずれが取りまとめ機関になるにせよ、それぞれにメリット・デメリットがあり、これ

らをよく考慮した対応が求められること、③なかでも、IRIMHE についてはインベントリ取りまと

めに関する追加的な予算及び人員配置の確認が必要となり、NCF については技術協力の持続性の

確保が課題となることなどが、本調査団内の認識であった。 

しかしながら、M/M 署名の場で、グリーン開発政策計画局長から、①IRIMHE 及び NCF の双方

がかかわることが望ましいこと、②NCF の担当スタッフについても、GEF 支援のいかんにかかわ

らず雇用の継続を図っていくとの言及があった。ついては、今後、IRIMHE 及び NCF のそれぞれ

の役割など、より具体的な情報の提供を求める必要がある。その一方で、一定のレベル以上の体制

具体化については、本技術協力に内包することや、場合によっては他国の事例紹介等に基づく事前

コンサルテーションの必要性・妥当性につき検討が望まれる。 

上記の状況から、本調査では討議議事録（Record of Discussions：R/D）案の策定・合意に至らな

かったものの、こうした状況そのものを把握できたこと、また体制面・技術面にかかる先方関係者

の問題把握・理解向上を促す機会となった点で、意義が認められる。 

 

１－３ 第２次詳細計画策定調査 

１－３－１ 調査目的 

（1）調査方針 

  第 1 次調査終了後、モンゴル事務所／JICA 東・中央アジア部東アジア課を通じて、MEGDT

との複数回の書簡のやりとりと、MEGDT/NCF に対するヒアリング調査が実施された。その結

果、2016 年 12 月に「行政管理局対外関係課の実施管理のもと、NCF/CCPIU がインベントリの

作成機関となり、MEGDT の IRIMHE がデータ提供及びデータ管理にかかる支援を行う。本事

業のマネジメントは行政管理局が行う」とする実施体制が、MEGDT の統一的な見解として確

認された。この前提に基づき協力内容の検討を行うため、第 2 次詳細計画策定調査が実施され

ることとなった。 

  その後、調査が目前に迫った 2017 年 3 月に、MEGDT の組織再編及び NCF の名称変更
3
が行

われたとの情報が入手されたことから、情報の真偽と（変更があった場合の）経緯の確認、変

更後の実施体制の再確認が調査目的に追加されることとなった。 

 

（2）第 1 次調査の結果分析と協力内容の基本構成 

  調査団は、第 1 次調査の結果を次のように分析した。 

・ 統計局、IRIMHE や他省庁による独自の統計が整備されていること、インベントリ作成のマ

ニュアルが存在していること、国独自の排出係数開発調査が研究機関で実施されていること

などを勘案すると、他の非附属書 I 国と比べ、効率的に精度の高いインベントリを作成する

ことが可能と考えられる。 

・ 分野横断的な課題として、統計の重複や基礎データの欠落への対処能力の強化、上記のマニ

ュアル更新の必要性、データベース、アーカイビングシステム構築の必要性などが確認された。 

                                                        
3 Environment and Climate Fund（ECF）へと名称を変更。「１－３－４ 調査結果概要」に後述。 
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・ 分野別の課題として、総合エネルギーバランスデータ、及び土地利用・土地利用変化及び林

業（Land Use, Land-Use Change and Forestry：LULUCF）分野において算定の基礎データとな

る土地利用区分別の面積及び土地利用転用マトリックスの作成が挙げられた。また、草地の

排出係数・パラメーターの開発が重要課題である、という多数の専門家からのコメントが確

認された。 

・ MEGDT による「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）」において、エネルギー分野

の GHG 発生量の削減、及び牧草地の GHG 排出量／吸収量の調査手法の確立に言及している

ことからも、両セクターのインベントリ改善にかかる関心の高さがうかがえる。 

 

  以上のことから、本事業の実施主体であるNCF はインベントリ作成の基本的な能力を備え、

関連機関もインベントリに対する基本的な理解を備えているという前提に基づき、インベント

リの「作成」ではなく、「改善」に焦点を当てた協力の基本構成案を提案する方針とした。（表

１－２） 

 

表１－２ 基本構成案 

上位目標 国家 GHG インベントリが定期的に改善され、精度の高いインベントリが緩和行動の策

定に活用される。 

プロジェクト

目標 
関係機関との協力に基づき、国家 GHG インベントリが定期的に改善される。 

成果 1. 継続的かつ定期的なインベントリシステム改善のための能力が強化される。 

2. エネルギー分野の課題が整理され、改善計画を策定・実施する能力が強化される。 

3.  LULUCF 分野の課題が整理され、改善計画を策定・実施する能力が強化される。 

 

  基本構成案は、インベントリシステムの改善に資する分野横断的な能力強化（成果 1）に加

え、改善のインパクトが大きいと推察されるエネルギー分野（成果 2）、MEGDT の関心が高い

LULUCF 分野（成果 3）のインベントリ改善に資する 3 つの成果で構成される。 

  ただし、この検討は第 1 次調査の調査結果に基づくものであり、第 1 次調査当時に MEGDT

の筆頭局であったグリーン開発政策計画局の意向が強く反映されている。モンゴル側と確認し

た最新の実施体制では、本事業は気候変動・対外関係局の所管とされていることから、エネル

ギー及び LULUCF 分野の支援に比重を置く方針について、同局の考えを確認する必要性が調査

団内で留意された。 
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１－３－２ 調査団員 

担当 氏名 所属 

総括 川西正人 （独）国際協力機構 国際協力専門員 

協力企画 丸林 愛 
（独）国際協力機構地球環境部環境管理グループ環境管

理第一チーム 専門嘱託 

GHG インベントリ 

（全般） 
榎 剛史 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）、国立環境

研究所温室効果ガスインベントリオフィス 共同研究員

GHG インベントリ 

（LULUCF） 
佐藤 淳 

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）、国立環境

研究所温室効果ガスインベントリオフィス 共同研究員

評価分析 廣内靖世 （株）国際開発アソシエイツ 

 

１－３－３ 調査日程（2017 年 4 月 9 日～4 月 20 日） 

日付 曜日 スケジュール 

4 月 9 日 日 
成田／関空－ソウル－ウランバートル（協力企画、GHG インベントリ（全般）、GHG イ

ンベントリ（LULUCF）、評価分析） 

4 月 10 日 月 

モンゴル事務所打合せ 

CCPIU/ECF 協議 

情報収集（エネルギー省、IRIMHE） 

4 月 11 日 火 
情報収集（モンゴル科学アカデミー、土地・建設・測量庁、GIZ） 

情報収集（モンゴル民間航空局、道路交通開発省、鉱業・重工業省） 

4 月 12 日 水 
情報収集（食糧・農牧業・軽工業省、エネルギー経済研究所） 

情報収集（UN-REDD、モンゴル生命科学大学） 

4 月 13 日 木 

MET 協議 

IRIMHE 協議 

情報収集（モンゴル国立大学、Green Gold Project） 

情報収集（エネルギー規制局） 

成田－ソウル－ウランバートル（総括） 

4 月 14 日 金 

ECF 協議 

情報収集（National Statistics Office） 

情報収集（モンゴル国立大学、Wild Life Conservation Society、FAO） 

4 月 15 日 土 
報告書まとめ 

ウランバートル－ソウル－成田（GHG インベントリ（LULUCF）） 

4 月 16 日 日 報告書まとめ 

4 月 17 日 月 
MET との M/M 協議 

ECF との M/M 協議 

4 月 18 日 火 M/M 署名 

4 月 19 日 水 
モンゴル事務所報告 

大使館帰国報告 

4 月 20 日 木 
ウランバートル－ソウル－成田／関空 

（総括、協力企画、GHG インベントリ（全般）、評価分析） 

 

 

 



 

－11－ 

１－３－４ 調査結果概要 

（1）実施体制の確定 

  2016 年 8 月に MEGDT は、自然環境・観光省（Ministry of Environment and Tourism：MET）

へと名称を変更したこと、2017 年 1 月の内閣令で、行政管理局下にあった対外関係課が、気候

変動・対外関係局と改称して独立し、気候変動にかかる法案・政策・計画の策定、実施管理等

を所管することになったことが確認された。上記を受け、本事業の所管部局が、調査前に説明

を受けていた行政管理局から、新設された気候変動・対外関係局へ変更された旨が、行政管理

局及び気候変動・対外関係局の両局長より説明された。また、同時期に NCF が自然環境気候基

金（Environment and Climate Fund：ECF）へと名称を変更したことが確認された。 

  以上の変更を踏まえ、気候変動・対外関係局から局長のユルルト氏がプロジェクト・ディレ

クターとして、ECF からは基金長であるガンバートル氏がプロジェクト・マネジャーとして本

事業の実施にあたることが確認された。また、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：

JCC）の議長は、MET のツェンゲル事務次官が務めることに合意した。 

 

（2）本構成と活動方針 

  成果 2、3 にかかる具体的な課題として、成果 2 では活動データの精緻化、成果 3 では草地の

温室効果ガス排出／吸収量の算定を想定し、調査を実施した。エネルギー分野の活動データの

精緻化は、特に①石炭の種類別生産量・消費量の把握、②国際バンカーの推計方法の改善、③

主要産業別の燃料消費量の把握、に焦点を絞り調査を実施したところ、関連するデータ提供機

関はおおむね本事業への協力にポジティブな姿勢を示しており、①②③の改善は十分に実施の

見込みがあることが明らかとなった。成果 3 の LULUCF 分野では、関連・類似の研究経験をも

つ複数の研究者・学識者から情報収集を行った。いずれの機関からも、本事業への協力に前向

きな申し出を受けており、複数の研究・学術機関との連携した調査が可能であると見込まれる。 

 

（3）プロジェクトの名称変更 

  インベントリの「作成」ではなく、「改善」のためのサイクルを構築する本事業の目的を反映

し、先方実施機関との協議を通じ、プロジェクトの名称を以下のとおり変更することに合意した。 

（変更前） 

国家温室効果ガスインベントリシステム構築及び能力強化プロジェクト 

The Project for establishment of sustainable national GHG inventory system through capacity building for 

GHG Inventory 

（変更後） 

国家温室効果ガスインベントリの継続的な改善サイクル構築にかかる能力向上プロジェクト 

The Project for capacity development to establish a national GHG inventory cycle of continuous 

improvement 

 

（4）緩和行動促進への貢献 

  本事業では、精緻化された GHG インベントリの緩和行動の策定・モニタリングへの活用を

上位目標に掲げている。上位目標の達成に向け、本事業を通じて改善されたインベントリが緩

和行動の基礎ツールとして活用されることが、MET との協議を通じて確認された。また、実施
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機関である ECF には、UNFCCC のフォーカルポイントである Z.バッジャルガル気候変動特別

大使が在籍し、CCPIU と密に連携している。Z.バッジャルガル特使との対話の中で、ECF/CCPIU

は、INDC を作成した実績があることから、今後、NDC の見直しにかかわる可能性が高いこと

を確認している。NDC をはじめとする多様な緩和行動において、GHG インベントリとの整合

を確認していく必要があることに、双方が留意した。 

  また、エネルギー、LULUCF 分野のインベントリ改善を重視する本事業の支援方針は、MET

のグリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）と整合するものである。気候変動にかかる同計

画の実施管理は、気候変動・対外関係局が所管することが確認されており、プロジェクト成果

を緩和行動に反映するために、モンゴル側実施機関は適宜、関連情報を関係機関と共有するこ

とが確認された。 

 

（5）協力期間と事業スケジュール 

  現在モンゴルでは、第 1 回 BUR 及び第 3 回 NC（Third NC：TNC）を作成中であり、それぞ

れ 2017 年 6 月と 2017 年 12 月に提出を予定している。以降、規定のスケジュールに従えば、

2019 年 6 月、2021 年 6 月に BUR、2021 年末に次期の NC を提出することになる。このスケジ

ュールを考慮し、協力期間は 2017 年 11 月～2021 年 10 月までの 4 年間とした。 

 

１－３－５ 主要面談者リスト 

【カウンターパート機関】 

  氏名 部署 役職 

自然環境・観光省（MET） 

1 Batjargal Khandjav 
Department of Public Administration 
and Management 

Director General 

2 Yeruult Bayart   Acting Director General 

3 Gerelt-Od Tsogtbaatar Department of Climate Change and 
international Cooperation 

Officer 

4 Anand Tsog Officer 

自然環境気候基金（ECF） 

5 Batjargal Zamba   
Special Envoy of Mongolia for 
Climate Change 

6 Ganbaatar Khurelbaatar   Director 

7 Otgontseteseg. D Working Unit Specialist 

8 Saruul Dolgorsuren 

Climate Change Project 
Implementation Unit 

Project Manager, Biennial Update 
Report to UNFCCC 

9 Chuluunkhuu Baatar 
Project Manager, National 
Communications to UNFCCC, 
Climate Finance Specialist 

10 Gerelmaa Shaariibuu GHG Inventory Specialist 

11 Tegshjargal Bumtsend GHG Inventory Specialist 

12 Sanaa Enkhtaivah GHG Inventory Expert 
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【協力機関】 

  氏名 部署 役職 

気象水文環境情報研究所（IRIMHE） 

1 Gomboluudev Purevjav   Head, Climate Section 

2 Batkhishig 
Environmental Information Centre 

Head, Database Department 

3 Narangerel Forest database specialist 

4 Erdenetsetseg Baasandai Agro meteorology section Head, Agro meteorology section 

統計局（National Statistical Office of Mongolia） 

5 Erdenesan Eldev-Ochir Economic Statistics Department Director 

エネルギー省（Ministry of Energy） 

6 Yerun-Ulzii Policy Planning Department   

エネルギー経済研究所（Mongolian Energy Economics Institute） 

7 Wasm-Orgil   Head of department 

8 
Baasansuren 
Danzanshadav 

  Research officer 

9 Bolddorj. Ts   Head of section Energy efficiency 

10 Batmunkh.R   Head of sector 

エネルギー規制局（Energy Regulation Authority） 

11 Tleikhan Almalik   Chairman 

12 Chimedregzen Baatar   
Foreign Relations & Cooperation 
Specialist 

道路交通開発省（Ministry of Road and Transportation Development） 

13 Sereeter Division for Standards and Normatives Head 

モンゴル民間航空局（Mongolian Civil Aviation Authority） 

14 Bolor-Erdene Baatar 
Air Transport Economic Regulations 
and Foreign Relations Department 

Senior officer 

15 Otgonjargal Dagvadorj Air Transport Policy Division Marketing Officer 

16 Jargal 
General Aviation Unit, Air Transport 
Policy Division 

  

鉱業・重工業省（Ministry of Mining and Heavy Industry） 

17 Ganbaatar 

Mining Policy Department 

Director General  

18 Erdenetsetseg Senior officer 

19 Chimgee Bayartogtokh Officer 

食糧・農牧業・軽工業省（Ministry of Food, Agriculture and Light Industry） 

20 Dondogdorj Mendbayar 
Small and Medium size Enterprise and 
Cooperative Policy Implementation and 
Coordination Department 

Director General  
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土地・建設・測量庁（Administration of Land Affairs, Geodesy and Cartography） 

21 Galmandakh Baldbaadar Codestral division Director 

モンゴル科学アカデミー 地理学・地生態学研究所 
（Mongolian Academy of Science：Institute of Geography-GeoEcology 

22 O. Batkhishig 
Soil science sector, Institute of 
Geography 

Head  

23 Mandakh Nyamtsren Institute of GeoEcology Researcher 

モンゴル国立大学 総合文化研究科 
（National University of Mongolia：School of Arts and Sciences） 

24 Ariuntsetseg Lkhagva Department of Biology Assistant Professor 

モンゴル生命科学大学（Mongolian University of Life Science） 

25 Undarmaa Jamsran Center for Ecosystem Studies Head 

26 Javkhlantuya Altansuvd 
“NART” Research, Training and 
Production Centre 

Head of soil, Agro-chemistry 
laboratory, Agro-Economy and 
Crop Protection 

27 B. Odgerel 
Agro-Economy and Crop Protection 

Head 

28 B. Amarsanaa Coordinator 

Wildlife Conservation Society 

29 A. Otgonsuren   Coordinator ecologist 

 

【他援助機関】 

  氏名 所属 役職 

1 Dan O. Altrell GIZ 
Team Leader, REDD+ National Forest Inventory 
in Mongolia Project 

2 Chris Dickinson 
UN-REDD  

Chief Technical Advisor 

3 Khongor. TS National Consultant NFMS and FRL 

4 Ts. Enkh-Amgalan Swiss Foundation 
Project Manager, Green Gold / Animal Health 
Project 

 

１－３－６ 団長所感 

GHG インベントリにかかる JICA 協力は、これまでにベトナムとインドネシアでの既往実績があ

るほか、パプアニューギニアで新たな協力が予定されている。これらの事例は、策定のための技術

的・制度的な能力強化を主な目的としている。一方、現在のモンゴルでは、インベントリの策定そ

のものは、同国の既存の能力や他ドナーの支援により実施可能と認められるところ、本技術協力プ

ロジェクトでは、インベントリの継続的かつ自律的な改善を可能とするための能力強化に焦点を当

てる。この点は、本協力の特徴の一つであり、JICA にとっても新たな取り組みといえる。 

GHG インベントリの改善は、技術的あるいは方法論上の問題にとどまらず、政策的な含意を有

する。仮に何らの気候変動緩和策を行わない場合でも、インベントリの技術的・方法論的な改善

は、GHG 排出・吸収量の数値に影響を与え得る。それ自体は見かけ上の変化であるが、しかしな

がら、そのことは、結果として、当該国の気候変動政策・対策の立案及び実施評価に対して実質的
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な影響を及ぼし得る。本協力が特に注力する同国のエネルギー及び土地利用・土地利用変化の分野

では、インベントリの改善により、そうした数値上の変化が生じる可能性があることに留意を要す

る。 

インベントリの策定自体は GEF の資金支援によるところ、GEF 及びその実施機関である UNEP

等との効果的な連携が必要である。UNFCCC における国際支援との連携を含む本協力の成果を、

国際的に発信していくことが大いに期待される。 
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第２章 協力の概要 

２－１ 相手国政府の国家政策との関連性 

モンゴル政府は、1992 年に国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に調印（1993 年に批准）、1999 年

に京都議定書を批准し、2000 年に「気候変動に関する国家行動プログラム（NAPCC）」を作成した。

これらの動きを受けて、2008 年に策定された「ミレニアム開発目標に基づく国家開発総合戦略

（2007-2021）」においては、優先目標の一つに「気候変動に適応し、生態系の不均衡を正し、保護す

るための能力と手段の促進による開発のための持続的環境の創出」が掲げられており、環境分野の戦

略目標⑥「気候変動と砂漠化への適応及び負のインパクト軽減のための能力の促進」下には「気候変

動の影響の科学的な評価を行い、その見通しを明確にし、持続的開発のコンセプトに沿った政策を実

施する」ことが挙げられている。2011 年には NAPCC が更新され（2011-2020）、2020 年までの戦略

目標①に気候変動対策実施の法制度・組織・指導体制確立が掲げられた
4
。その後、2012 年の国連持

続可能な開発会議（リオ+20）において、持続可能な開発目標と環境保全と経済成長を両立させる「グ

リーン経済」の重要性が認識されたことを受け、2014 年 6 月に「グリーン開発政策」が策定され、

その戦略目標①に「自然資源が効率的に利用され、GHG 排出量や廃棄物発生量が少ない、持続的な

消費と生産の促進」が掲げられている。 

気候変動対策は、最新の国家開発戦略においても重視されている。2016 年に策定されたモンゴル

政府の「長期持続的開発ビジョン 2030」においては、四大目標の一つ「環境の持続性」の下に「気

候変動への対応」が掲げられている。同分野の目標は①「気候変動への対応能力の構築、気象災害・

自然災害リスクを回避するシステムの強化」及び②「環境にやさしい先進技術の適用、生産と消費か

らの二酸化炭素排出の削減」であり、フェーズ I（2016-2020）の目標には、気候変動に対応するため

の戦略の策定・実施、再生可能エネルギーの推進による GHG 発生量の 2％削減などが含まれる。さ

らに、「2016～2020 年の政府行動プログラム」には、環境・グリーン成長分野の行動の一つに「気候

変動の影響の削減・適応にかかる戦略の策定と実施、ECF の設立、国家能力の強化」が挙げられてい

る。 

また、「グリーン開発政策」に基づいて策定された MET の「グリーン開発政策実施活動計画

（2016-2030）」においては、GHG インベントリに関連する活動として、「インベントリ実施能力向上、

全国的なインベントリシステム構築」「牧草地の二酸化炭素吸収係数の国際的な手法による推定、カ

ーボン取引市場への参加方法の研究」「牧草地の価値の確定、土地利用や畜産分野の GHG 発生量の

センサス手法（パイロット）に基づいた算定」が挙げられている（詳細は「３－１ 気候変動対策に

関する取り組み」参照）。 

 

２－２ 日本の援助政策との関連性 

わが国の「対モンゴル国別援助指針」（2012 年 5 月）では、援助の基本方針である「持続可能な

経済成長を通じた貧困削減への自助努力を支援」の中で、「ミレニアム開発目標（MDGs）をはじめ

とする各種開発目標の達成につなげるために、持続可能な経済成長及び均衡のとれた成長に向けたモ

                                                        
4 GHG インベントリ関連の活動としては、「国家 GHG インベントリ策定に利用される基本データを国家統計に含めるための法環境

の整備」が挙げられている。また「国家統計センターは、環境アセスメント用のデータ、状況報告書、及び GHG インベントリの

データを維持し、報告書を編纂し、NCC に提出する」とある。MET の気候変動・対外関係課への聞き取りによれば、第 1 フェー

ズ（2011-2016)では、これらの活動は達成されておらず、第 2 フェーズ（2017-2021）の課題であるとのこと。 
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ンゴル政府の取り組みを支援する」としており、「対モンゴル国事業展開計画」（2015 年 4 月）にお

いては、三つの重点分野の一つである「ウランバートル都市機能強化」の開発課題「インフラ整備と

都市計画・管理能力の向上」支援の一環として、「国家温室効果ガスインベントリシステム構築及び

能力強化プロジェクト」（本事業の旧タイトル）が位置づけられている。また、JICA 国別分析ペーパ

ーにおける援助重点分野「ウランバートル都市機能強化」に位置づけられる。 

さらに、2016 年 11 月に発表された「日本の気候変動対策支援イニシアティブ～途上国のニーズに応

えて～」では、パリ協定の実施に向けた、日本の強みを生かした国際貢献の一例として、透明性枠組

みにつながる人材育成を通じた測定・報告・検証（Measurement, Reporting and Verification：MRV）の能

力向上に言及している。 

また、日本・モンゴル間では、日本国環境省とモンゴル国自然環境・観光省（MET）（当時；自然環

境・グリーン開発・観光省）が 2011 年 12 月に環境協力に関する協力覚書を締結し、気候変動の緩和・

適応分野における相互協力を継続しているが、2015 年 5 月に更新された環境協力覚書
5
において、本

事業が言及されている。 

 

２－３ 協力の基本方針 

本プロジェクトは、モンゴルにおいて、①継続的かつ定期的にインベントリシステムを改善する能

力の強化、②エネルギー分野の課題の整理と計画的なインベントリを改善する能力の強化、及び③

LULUCF 分野の課題の整理と計画的なインベントリを改善する能力の強化を通して、関係機関との

協力に基づく国家 GHG インベントリの定期的な改善を図り、もって定期的に改善された GHG イン

ベントリが、緩和行動の策定・モニタリングに活用されることをめざすものである。 

 

２－４ プロジェクトの概要
6
 

２－４－１ 協力の目標 

（1）プロジェクト目標 

【プロジェクト目標】 

関係機関との協力に基づき、国家 GHG インベントリが定期的に改善される。 

【指標】 

1）GHG インベントリサイクル毎に GHG インベントリ改善計画が作成・実施される 

2）「モンゴルの GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアル」 が自然環境・観光省に

よって承認される。 

3）ナショナルマニュアルと自然環境・観光省（MET）/[ECF]とデータ提供機関の間の協力取決

め（MoU）の内容が整合している。 

4）GHG インベントリサイクルごとにエネルギー分野の優先課題の改善ガイダンスが作成・実

施される。 

5）LULUCF 分野における優先的調査課題の改善ガイダンスが作成・実施される。 

 

 

 

                                                        
5 環境省 http://www.env.go.jp/press/100972.html 
6 PDM ver.0 の和訳。付属資料 3. PDM（和文）も参照。 
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（2）上位目標 

【上位目標】 

定期的に改善された GHG インベントリが、緩和行動の策定・モニタリングに活用される。    

【指標】 

1）最新の GHG インベントリが、自国が決定する貢献（NDC）の策定に活用される。 

 

２－４－２ 成果と活動 

（1）成果１と活動 

【成果１】 

継続的かつ定期的にインベントリシステムを改善する能力が強化される。 

【活動】 

1-1：国家GHGインベントリに係る既存の制度的・手続的・法的取決めをレビューし、課題リス

トを作成する。 

1-2：前回のインベントリの技術レビュー（算定方法、前提条件、活動量・排出係数・他の係数

の入手可能性・妥当性）を行い、課題リストを作成する。 

1-3：前回のインベントリの不確実性評価及びキーカテゴリー分析の手法・結果をレビューし、

課題リストを作成する。 

1-4：活動1-1から活動1-3で明確になったすべての課題をロングリストとして整理した上で、そ

れぞれの課題の対応方針案を特定する。 

1-5：活動1-4で作成したロングリストから、本プロジェクトで対応する優先度の高い課題を特

定する。 

1-6：活動1-5で特定した課題解決にかかる関係機関（インベントリ作成機関、データ保有機関、

技術的・科学的な知見を有する専門家等）を集めてワークショップを開催し、活動1-5で

特定した課題に対する改善方法・手順を検討・合意する。 

1-7：活動1-6における合意事項に基づいてGHGインベントリ改善計画を作成する。 

1-8：活動1-7で作成した改善計画に従い、インベントリの改善活動（例えば、データのカバレ

ッジの改善、算定方法の改善、算定ファイルの改善、緩和行動のモニタリング指標を利用

した算定方法の検討等）を行う。 

1-9：活動1-8の改善結果を報告書にまとめる。 

1-10：前回のインベントリ時に作成された「モンゴルのGHGインベントリ作成手順のナショナ

ルマニュアル」（英語、モンゴル語）を最終化する。 

1-11：必要に応じ、前回のインベントリ時に作成されたMET/[ECF]とデータ提供機関の間の協

力取決めを改訂・新規作成する。 

1-12：関係機関及びその他ステークホルダーを対象に、セミナーを開催し、改善の成果を報告

する。 

1-13：アーカイビングシステム及びGHGインベントリの普及啓発に関するギャップを特定し、

対応する。 

【指標】 

1-1）GHGインベントリの課題（制度面・技術面の課題を含む）と課題ごとの対応方針案をまと

めたロングリストが作成される（ 2 回）。 
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1-2）GHGインベントリの優先課題リストが作成される（ 2 回）。 

1-3）関係機関が合意したGHGインベントリの優先課題の改善方法・手順が、GHGインベント

リ改善計画として取りまとめられる（ 2回）。 

1-4）優先課題に対する改善の報告書が作成される（ 2回）。 

1-5）「モンゴルのGHGインベントリ作成手順のナショナルマニュアル」の最終ドラフトが自然

環境・観光省の科学技術委員会に提出される。 

 

（2）成果 2 と活動 

【成果 2】 

エネルギー分野の課題が整理され、計画的にインベントリを改善する能力が強化される。 

【活動】 

2-1：活動1-2で明らかになったエネルギー分野の課題のうち、本プロジェクトで対応する優先

度の高いテーマとそのテーマにかかる優先課題を特定する。 

2-2：活動2-1で特定された優先課題解決にかかる関係機関（インベントリ作成機関、データ保

有省庁、技術的・科学的な知見を有する専門家等）を明らかにする。 

2-3：活動2-2で特定した関係者間でワーキンググループ会合を開催し、課題解決の基本的な方

法論と必要なデータ、作業調査デザインに合意し、エネルギー分野の優先課題の改善ガイ

ダンスとして取りまとめる。 

2-4：改善ガイダンスに従って、活動2-3で特定したデータを収集する。 

2-5：改善ガイダンスに従って、活動2-4で収集したデータを分析・加工し、インベントリに利

用可能なフォーマットとして整理する。 

2-6：改善の結果を報告書としてまとめる。 

2-7：関係機関及びその他ステークホルダーを対象に、セミナーを開催し、改善ガイダンスに基

づく活動の結果を報告する。（※活動1-12と合同で行う） 

【指標】 

2-1）エネルギー分野において、優先度の高いテーマにかかる優先課題リストが作成される（ 2

回） 。 

2-2）関係機関が合意したエネルギー分野の優先課題に対する改善方法・手順が、改善ガイダン

スとして取りまとめられる（ 2回）。 

2-3) エネルギー分野の優先課題に対する改善の報告書が作成される（ 2回）。 

2-4）改善ガイダンスの実施を通してエネルギー分野における優先課題が対処される（※検証可

能な評価指標は、課題特定後、ワーキンググループ会合において検討される）（ 2回）。 

 

（3）成果 3 と活動 

【成果 3】 

LULUCF 分野の課題が整理され、計画的にインベントリを改善する能力が強化される。 

【活動】 

3-1：活動1-2で明らかになったLULUCF分野の課題のうち、本プロジェクトで対応する優先度の

高い調査テーマとそのテーマにかかる優先課題を特定する。 

3-2：活動3-1で特定された課題解決にかかる関係機関（インベントリ作成機関、データ保有省
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庁、技術的・科学的な知見を有する専門家等）を明らかにする。 

3-3：活動 3-2 で特定した関係機関でワーキンググループ会合を開催し、特定した算定区分につ

いて、基本的な方法論と作成すべきデータ、作業調査デザインに合意し、調査枠組みを決

定する。 

3-4：活動3-3で決定した調査枠組みに基づき、調査方法や調査手順を検討し、LULUCF分野にお

ける優先課題の改善ガイダンスとして取りまとめる。 

3-5：改善ガイダンスに従って、対象とする算定区分の算定に必要なデータ収集を実施し、イン

ベントリに利用可能なフォーマットとして整理する。 

3-6：ワーキンググループ会合を開催し、調査方法、調査結果、調査結果を踏まえた係数・活動

量の作成に関する技術的な検討を実施する。 

3-7：活動3-5の活動成果を踏まえた排出／吸収量の算定を実施する。 

3-8：改善の結果を報告書としてまとめる。 

3-9：改善の結果を踏まえて、将来のインベントリサイクルで対応すべきLULUCF分野の優先度

の高い調査テーマとそのテーマにかかる優先課題を特定する。 

3-10：関係機関及びその他ステークホルダーを対象に、セミナーを開催し、改善ガイダンスに

基づく活動の結果を報告する。（活動1-12と合同で行う） 

【指標】 

3-1）LULUCF分野において、優先度の高い調査テーマにかかる優先的調査課題リストが作成さ

れる（ 2回）。 

3-2）LULUCF分野の優先課題の調査方法・手順が関係機関が合意した調査枠組みに基づいて改

善ガイダンスとして取りまとめられる（ 1回）。 

3-3）LULUCF分野の優先課題に対する改善の調査報告書が作成される（ 1回）。 

3-4）改善ガイダンスの実施を通してLULUCF分野における優先的調査課題が対処される（※検

証可能な評価指標は、課題特定後、ワーキンググループ会合において検討される）（ 1 回）。 

 

２－４－３ 投 入 

（1）日本側 

1）長期専門家 

・ GHG インベントリ（全般） 

2）短期専門家 

・ GHG インベントリ（制度的取決め） 

・ GHG インベントリ（エネルギー） 

・ GHG インベントリ（LULUCF） 

・ 業務調整 

3）ワークショップ 

4）本邦研修 

5）第三国研修 

6）機材 

・ データ管理のためのパソコン 

・ 必要に応じたその他の機材（詳細はプロジェクト実施中に、モンゴル側と日本側の協議を通
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じて決定する）   

 

（2）モンゴル側  

1）C/P 要員 

2）長期専門家及び短期専門家チームのオフィススペース 

3）会議スペース 

4）必要に応じたオペレーション・コスト 

 

２－４－４ 前提条件及び外部条件 

（1）前提条件 

・ なし 

 

（2）成果及びプロジェクト目標達成の外部条件 

・ 最初の BUR がスケジュール通り（2017 年 6 月）に提出され、BUR 提出後、UNEP/ GEF に

よる GHG インベントリ作成支援の開始が半年以上かからない
7
。 

・ プロジェクト活動に影響するような政情不安／経済危機／組織改編が起きない。 

 

（3）上位目標達成の外部条件 

・ プロジェクトで能力強化された C/P が大量に退職しない。 

・ インベントリ活動に影響するような政情不安／経済危機が起きない。 

・ UNFCCC 締約国会議（Conference of Parties：COP）決議 1/CP.21 に示された締切日
8
までに

自国が決定する貢献（Nationally Determined Contribution：NDC）が作成される。 

 

２－５ 5 項目評価
9
 

２－５－１ 妥当性 

本事業の妥当性は以下の理由から高いと考えられる。 

（1）必要性 

・ 2011 年に更新された NAPCC によれば、モンゴルは、地理的な要因、脆弱な生態系と環境 - 

天候に依存する社会経済的な状況により、気候変動に非常に敏感であり、過去 40 年間に、

砂漠化の進行による頻繁な干ばつと厳冬、水資源の希少化と生物多様性の損失の増加が観察

されており、これらは国家経済と人々の生活に悪影響を与えてきた。年間平均気温は、1940

年から 2008 年の間に 2.14℃上昇したが、これは 1906 年から 2005 年の間の世界の平均気温

の上昇（0.74℃）より高い。2006 年の GHG 排出量は合計 18,868 ギガグラム（Gg）で、一

人当たりの GHG 排出量は、世界平均及びほとんどの開発途上国より高い。しかも、将来的

                                                        
7 第 1 次調査時、ECF（旧 NCF)は第 1 回 BUR プロジェクト終了後、直ちに第 2 回 BUR プロジェクトが始められるよう UNEP/GEF

へのプロポーザルを準備していた。しかし、第 2 次調査時の聞き取りで、UNEP/GEF から次期プロポーザルの提出は、BUR 提出

後に行うよう指示があったことがわかった。ECF の想定では、プロポーザルの承認プロセスが完了し、インベントリが開始され

るまでの期間は半年である。 
8 COP 決議 1/CP.21 の NDC の締切りに関する規定によれば、2020 年までに提出し、その後は 5 年ごとの提出となっている。実際に

は、2020 年、2025 年などの COP（最近は 11 月頃開催）の少なくとも 9～12 カ月前が締切りになるため、正確には 2019/2020、2024/2025
が提出年になると考えられている。 

9 「JICA 事業ハンドブック ver.1」（2015 年 8 月）に準拠して行った。 
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に GHG 排出量は増加することが予測されており、緩和政策の実施が必要とされている。一

方、モンゴル政府はコペンハーゲン協定に基づき、2010 年 1 月に国別緩和行動（Nationally 

Appropriate Mitigation Action：NAMA）のリストを提出し、2015 年 10 月には各国が自主的に

決定する約束草案（Intended Nationally Determined Contributions：INDC）を提出している（2016

年 9 月に第 1 回 NDC として承認）。本事業は、適切な緩和行動の基礎となる GHG インベン

トリの定期的かつ継続的な改善を図るものであることから、緩和行動の促進に資するもので

あり、モンゴルのニーズに合致している。また、パリ協定に基づき今後は 5 年ごとの NDC

見直しが求められることを考慮しても、本事業の必要性は高い。 

モンゴル政府は、これまで、UNFCCC への INC、SNC 提出のため、過去 2 回インベント

リを作成したほか、別プロジェクトでも 2 回のインベントリを作成しているが、プロジェク

ト・ベースのアプローチであり、実施機関も変更されてきたため、インベントリ作成のノウ

ハウが国内で体系的に整理されているとはいえない。現在は、UNEP/GEF の資金支援を受け

て、第 1 回 BUR/TNC のためのインベントリを作成中である。今後、定期的かつ持続的なイ

ンベントリ作成が求められるなかで、現行のインベントリシステムの強化が課題と認識され

ている。 

本事業の実施機関である MET は、NAPCC によって、気候変動に関する国際対話・会議、

政策・戦略の作成、気候変動プロジェクトの実施を担当すると定められている。もう一つの

実施機関であり、本事業の活動主体となる ECF は、MET 傘下の政府特別基金であり、その

事業スコープには「気候変動の緩和と手段、GHG の削減対策の支援」が含まれている。ECF

は、自然環境・グリーン開発・観光省（MEGDT：当時）の CCCO が、2015 年の省庁再

編で縮小された際に、大臣令によって CCCO が担当していた UNEP/GEF の第 1 回

BUR/TNC 策定プロジェクトの実施機関に任命されており、次回以降の BUR/NC 作成プロ

ジェクトについても実施機関となることが想定されている。このように、本事業は両実施機

関の組織ニーズと合致している。 

・ 対象グループである ECF には、2015 年の CCCO 縮小の際に、UNEP/GEF の第 1 回 BUR/TNC

策定プロジェクトの担当者（インベントリ担当者 3 名を含む 5 名）が異動し、CCPIU が

新たに設置されている。現地調査を通じて、CCPIU は、GHG インベントリ作成について

は基本的な能力を有することが確認されたが、インベントリ改善の経験はない。インベン

トリの継続的かつ定期的な改善の必要性は認識し、その意欲はあるものの、改善に必要な能

力を十分に有していなことから、本事業は対象グループのニーズと合致している。 

 

（2）優先度 

・ 「２－１ 相手国政府の国家政策との関連性」及び「２－２ 日本の援助政策との関連性」

で示したように、本事業のめざす方向は、モンゴル政府の国家開発戦略及びわが国の援助方

針の内容と整合性がある。 

 

（3）手段としての適切性 

・  ECF/CCPIU は、UNEP/GEF の第 1 回 BUR/TNC 作成プロジェクトを通して GHG インベ

ントリを作成中である。次回以降のプロジェクトにおいても引き続き GHG インベントリ

の作成を担当することが予定されており、対象グループの選定は適切である。 
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・  本事業は、分野横断的な改善の能力強化（成果 1）に加え、GHG 排出量がもっとも多く
10
、

改善のインパクトが高いと推察されるエネルギー分野（成果 2）及び「グリーン開発政策

実施活動計画（2016-2030)」で手法の改善が掲げられている LULUCF 分野（成果 3）の計

画的な改善能力の強化、という三つの成果から構成されているが、これらはモンゴルにお

ける GHG インベントリの定期的改善にかかる主要課題を網羅している。さらに、各成果

では、関連機関との協力に基づく定期的な改善が図られるように、データ提供機関を中心

とする関連機関を巻き込む形で活動を実施することが計画されている。以上から、プロジ

ェクトのアプローチは適切であると判断される。 

・  本事業と GHG インベントリ分野の他の国際協力との重複はない。UNEP/GEF については、

前述のように、BUR 及び NC の策定にかかる包括的な支援（資金協力）が行われているが、

インベントリの作成が含まれる一方、本事業の目的であるインベントリの改善はスコープ

に含まれていない。むしろ、本事業でインベントリの改善にかかる技術協力を行うことに

より、相乗効果が期待できる。また UN-REDD/GIZ により森林インベントリ支援が行われ

ているが、本事業で想定している草地の算定とは別の土地区分にかかる支援であるため、

重複はない。状況により、草地の算定以外の活動を検討する際は、森林分野を避けた検討

を行うことになっている。 

・  わが国は UNFCCC 附属書Ⅰ国として正確で信頼性の高い国家 GHG インベントリを毎年

作成しているだけでなく、アジアの国々の国家 GHG インベントリの精度を向上させる取

り組みも続けている。本事業の支援に必要な技術的ノウハウを蓄積しており、技術的優位

性が存在する。 

 

２－５－２ 有効性 

本プロジェクトの有効性は以下の理由から確保されると予測される。 

（1）プロジェクト目標の内容 

・  本事業のプロジェクト目標「関係機関との協力に基づき、国家 GHG インベントリが定期

的に改善される」の指標は、インベントリが定期的に改善された状態（改善計画／改善ガ

イダンスの作成と実施）、インベントリシステムの体系化（「モンゴルの GHG インベント

リ作成手順のナショナルマニュアル」の MET による正式承認）、関連機関との協力の適切

性・継続性が担保された状態（ナショナルマニュアルとデータ提供機関との MoU の内容

の整合性）からなっており、プロジェクト目標の内容を適切に表している。各指標は客観

的に検証可能であり、指標にかかるデータはプロジェクトの活動あるいは ECF の業務を

通して容易に入手可能であることから、モニタリング・評価の手段として有効である。以

上から、プロジェクト目標の内容は妥当だと判断される。 

 

（2）成果の内容 

・  成果の指標は具体的で、判断基準が明確であり、適切性が確保されている。計画値が未定

な一部指標（エネルギー分野及び LULUCF 分野の優先課題の対処状況）については、優

先課題特定後、関係者からなるワーキンググループの会合において検証可能な指標を検討

                                                        
10 SNC によれば、2006 年の実績値は全体の 57.7％。将来的な増加が見込まれており、2030 年には 81.5％を占めるとされている。

詳細は「３－２ GHG インベントリの作成状況」を参照。 
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することがプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に明記さ

れている。すべての指標データはプロジェクトの活動を通して容易に入手可能で、モニタ

リングの手段として有効である。以上から、成果の内容は妥当だと判断される。 

 

（3）因果関係 

・ 「２－５－１ 妥当性」で示したように、プロジェクト目標及び成果の間には論理的整合性

が存在する。成果からプロジェクト目標に至る外部条件は、活動から成果に至る条件と同

じものが想定されているため、プロジェクト目標は、成果が達成されれば、プロジェクト

終了時に、プロジェクトの効果として、達成されると見込まれる。 

・  活動から成果に至るための外部条件（（i）最初の BUR がスケジュール通り（2017 年 6 月）

に提出され、BUR 提出後、UNEP/GEF による GHG インベントリ作成支援の開始が半年以

上かからない、（ii）C/P が大量に退職しない、（iii）プロジェクト活動に影響するような政

情不安／経済危機／組織改編が起きない）は、成果達成に必要な条件であり、適切に設定

されている。また、これらの外部条件は、一連の協議を通じて関係者に認識されている。 

 

２－５－３ 効率性 

本事業は以下の理由から効率的な実施が見込める。 

（1）因果関係 

・  成果と活動の関係は適切だと考えられる。活動は成果ごとに設定されており、活動と成果

の関係が明確である。また、各成果には、実施機関との一連の協議を通じて、達成に必要

かつ十分な活動が計画されている。 

・  成果達成に必要な投入が適切なタイミングに確保されると見込まれる。 

・  日本側投入：専門家の分野は、実施機関と協議のうえ、PDM 案／暫定活動計画（Plan of 

Operation：PO）の活動に基づき特定されており、各分野の専門家に期待される活動は暫定

PO から明らかである。専門家の配置・派遣時期は、暫定 PO に基づき計画されてあり、

適切さが担保される見込みである。また、モンゴルの LULUCF 分野では、関連・類似分

野の研究経験をもつ複数の学識者・研究者がいることが確認されており、現地調査でヒア

リングを行った相手からは、本事業に前向きな関心が表明されていることから、同分野の

調査にはローカル・リソースの活用が計画されている。 

・  モンゴル側の投入：ECF では、具体的な C/P 候補を特定しており（CCPIU 所属の第 1 回

BUR/TNC 策定のプロジェクトのプロジェクトマネージャー計 2 名、GHG インベントリ担

当者計 3 名など）、プロジェクト開始当初から適切な C/P が配置されると見込まれる。

CCPIU の C/P は、人件費が CCPIU の実施するドナーのプロジェクト予算から支払われて

いるが、雇用契約は行政管理局長と結んでいること、たとえドナーによる資金にインター

バルがあったとしても、政府の資金により人件費が確保されることがモンゴル側との協議

で確認されているため、継続的な配置が見込まれる。また、専門家の執務スペース及びオ

フィス家具等の業務に必要な設備についても、ECF がプロジェクト開始までに整備するこ

とが確認されている。 
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（2）協力期間 

・  本事業の協力期間は活動計画に見合っており、プロジェクト目標達成に必要な期間が設定

されていると判断される。現在モンゴルでは、第 1 回 BUR 及び TNC を作成中であり、そ

れぞれ 2017 年 6 月と 2017 年 12 月に提出を予定している。以降、規定のスケジュールに

従えば、2019 年 6 月、2021 年 6 月に BUR、2021 年末に次期の NC を提出することになる。

「１－３－５」に記すように、協力期間は、このスケジュールを考慮し、2017 年 11 月～

2021 年 10 月までの 4 年間とされた。ECF では、規定のスケジュールを守るために、2016

年に次期 BUR/NC 策定プロジェクトのプロポーザルを UNEP/GEF に提出したが、

UNEP/GEF からは、BUR/NC 提出後にプロポーザルを提出するよう指示があった。ECF で

は、過去の経験から、BUR/(NC）提出から次期プロポーザルが開始されるまでの期間を半

年と想定しており、BUR については、現実的には 2 年半ごとの提出になると考えている

（2019 年 12 月、2022 年 6 月）。ただし、インベントリ自体は BUR 提出の数カ月までに完

了する必要があり、また改善サイクルを重ねることによって、改善に要する時間は短縮が

期待できる。本事業の活動スケジュールは、以上の要素を考慮して計画されており、暫定

PO に示すとおり、インベントリの改善サイクル 2 回をカバーしたうえで、現地活動は 2021

年 10 月に完了する見込みである。 

・  なお、BUR 提出から次期プロジェクトの開始までの期間（半年）は、ECF の過去の経験

から想定された現実的な期間だが、UNEP/GEF の事情に影響されるため、半年を越える可

能性がないか、注視が必要であることから、活動から成果に至る外部条件に含まれている。 

 

（3）他の国際協力との連携 

・  UNEP/GEF が資金支援をする BUR/NC 策定プロジェクトとの連携による効率性の促進・

相乗効果が見込まれる。例えば、上記（2）で記したように、本事業によるインベントリ

改善活動は、全体的に BUR/NC 策定プロジェクトのインベントリ作成スケジュールと整合

性がとれるように計画されている。また、本事業では成果１（インベントリシステムの改

善能力強化）のもと、「モンゴルの GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアル」

の最終ドラフトを作成し、協力終了までの MET による正式承認をめざしている。ナショ

ナルマニュアルの策定は BUR/NC 策定プロジェクトの活動にも含まれているが、

UNEP/GEF の支援は資金協力のみであるため、CCPIU は本事業を通した技術的支援を必要

としていた。また、UNEP/GEF の支援のスコープにインベントリの改善は含まれないが、

インベントリのレビューは活動に含まれており、成果 1 の活動の一部と重複する。このた

め、本事業では、効率性を促進するために、レビューにかかる活動は BUR/NC 策定プロジ

ェクトの活動とタイミングをあわせて行う予定である。 

 

２－５－４ インパクト 

本事業は以下の理由から正のインパクトが予測される。 

（1）上位目標 

・  上位目標の内容は明確である。本プロジェクトの上位目標は「定期的に改善される国家

GHG インベントリが緩和行動の策定・モニタリングに活用される」ことだが、その指標

は（定期的に改善された）最新の GHG インベントリが NDC の策定に活用されることで
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あり、上位目標の内容が的確に捉えられている。指標のデータとなる最新 GHG インベン

トリ及び NDC は実施機関の通常業務から入手可能であり、入手手段も適切であることか

ら、上位目標の内容は適切であると判断される。 

・  GHG インベントリは緩和行動の MRV のツールである。モンゴル側との協議においても、

本事業で改善されるインベントリが今後の NDC 等に示される緩和政策・手段の策定やモ

ニタリングのツールとして用いられることが確認されており、上位目標はプロジェクトの

実施の結果としての発現が見込まれる。プロジェクト目標が達成され、外部条件が満たさ

れれば、上位目標は達成されると見込まれる。なお、CCPIU のプロジェクトアドバイザー

として ECF に在籍する UNFCC モンゴル政府特別大使の Z.バッジャルガル氏によれば、

CCPIU は 2015 年に提出された INDC を作成した実績があることから、今後 NDC の見直

しにかかわる可能性が高いとのことである
11
。インベントリを担当する CCPIU が NDC の

見直しに関与することになれば、上位目標の達成の促進要因となる。また、外部条件（（i）

プロジェクトで能力強化された C/P が大量に退職しない、（ii）インベントリ活動に影響す

るような政情不安／経済危機が起きない、（iii）COP 決議 1/CP.21 に示された締切日までに

NDC が作成される）は上位目標達成に不可欠な条件であり、設定は適切である。また、

これらの条件は一連の協議を通じて、関係者にも認識されている。 

 

（2）波及効果 

・  定期的に改善され、精度が向上した国家 GHG インベントリの作成を通して、モンゴルの

状況に即した緩和行動の策定が可能になることにより、モンゴルにおける気候変動対策の

取り組みが促進されると期待される。 

 

２－５－５ 持続性 

  本事業は以下の理由から持続性が確保されると見込まれる。 

（1）政策・制度面 

・  「２－１」で示したように、2016 年に策定されたモンゴル政府の「長期持続的開発ビジ

ョン 2030」においては、四大目標の一つ「環境の持続性」のもとに「気候変動への対応」

が掲げられており、協力終了後も気候変動対策にかかる政策的支援は継続されると見込ま

れる。また、2011 年に更新された NAPCC においては、2020 年までの戦略目標①に気候

変動対策実施の法制度・組織・指導体制確立が謳われており、協力終了までに、法的支援

が強化されることが期待される。特に、GHG インベントリについては「国家 GHG インベ

ントリ策定に利用される基本データを国家統計に含めるための法環境の整備」が掲げられ

ている。また、本事業（成果 1）を通して、インベントリにかかる制度的・手続き的・法

的取決めの優先課題に対する改善が図られることが見込まれる。 

 

 

                                                        
11 モンゴルは GIZ の「気候変動政策の能力形成に係る地域プロジェクﾄ」のフェーズ 3（2017~2021)の対象国に選ばれており、その

なかで INDC から NDC への更新支援が計画されているが、ECF によれば、GIZ は、モンゴルにおける能力強化対象として CCPIU
を考えているとのこと。2017 年 6 月に GIZ の調査団がモンゴルを訪れ、MET を含めた正式な協議が行われ、詳細な計画が決ま

る予定である。 
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（2）組織面 

・  ECF の GHG インベントリを含む気候変動分野の活動には、十分な政策的・法的支援があ

り、協力終了後も、インベントリ改善活動を実施するための組織能力を有すると考えられ

る。ECF は、第 1 次調査時は「自然保護基金（NCF）」という名称だった。2016 年に策定

された「2016～2020 年のモンゴル政府行動プログラム」の気候変動分野の活動に ECF の

設立が掲げられ、MET の 2017 年の活動計画には NCF を拡大し、ECF にするための法制

度の整備することが含まれた。その結果、2017 年 2 月に「モンゴル政府特別基金法」の

関連条文が修正され、名称が「自然環境気候基金（ECF）」に変更になり、資金の用途に

気候変動の緩和と適応、GHG 削減対策の支援が追加された。ECF では、事業スコープ拡

大に見合う組織体制を整えるため、ECF の組織体制を定める内閣令の改正案のドラフトを

準備中である。「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）」においても、ECF の活動

拡充や能力向上が掲げられていることから、今後更なる組織強化が見込まれる。 

・  ECF は、詳細計画策定調査に対し、プロジェクトデザインがより現実的でニーズに即した

ものとなるための助言や CCPIU のスタッフによるデータ提供機関ヒアリングのアレン

ジ・同行などを含め、積極的に対応・協力しており、協力開始前から本事業に関するオー

ナーシップが確保されている。 

 

（3）財政面 

・  協力終了後も、本事業の効果継続に必要な資金は確保されると見込まれる。現在、モンゴ

ルでは、GHG インベントリの策定にかかる活動の資金は GEF の支援を受けているが、非

附属書 I 国の NC 及び BUR の策定にかかる資金ついては、GEF が支援することが、Decision 

2/CP.4 para 1(d)
12
、Decision 2/CP.17

13
、及び Decision 9/CP.18

14
において規定されているため、

継続的な支援が期待できる。 

・  ECF/CCPIU の C/P の人件費は UNEP/GEF の BUR/NC プロジェクトなど、ドナー・プロジ

ェクトから手当されているが、協力終了後も人件費は確保され、C/P は引き続き CCPIU で

GHG インベントリを含む気候変動分野のプロジェクトに従事することが可能だと見込ま

れる。ECF では、（i）CCPIU は UNEP/GEF 以外にも複数のドナー・プロジェクトを実施

中／実施予定であること
15
、（ii）「モンゴル政府特別基金法」の条文修正を受けて、今後も

気候変動分野のドナー・プロジェクトを積極的に実施していくことから、CCCPIU 職員の

給与は継続的に確保されると見込んでいる。さらに、「２－５－２ 効率性」で記したよ

うに、モンゴル側との協議においても、雇用契約は行政管理局長と結んでいること、たと

えドナーによる資金にインターバルがあったとしても、政府の資金により人件費が確保さ

れることが確認されている。 

 

 

                                                        
12 http://unfccc.int/resource/docs/2011/cop17/eng/09a01.pdf#page=4 
13 http://unfccc.int/resource/docs/2012/cop18/eng/08a01.pdf#page=33 
14 http://unfccc.int/resource/docs/cop4/16a01.pdf 
15 詳細は「３－２－２ インベントリ作成機関」参照。 
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（4）技術面 

・  本事業の C/P として想定される CCPIU スタッフは、もともと CCCO に勤務していた気候

変動分野の専門家であり、現在実施中の BUR/TNC 策定プロジェクトにおけるインベント

リ作成経験もあることから、本事業で導入される技術を受容し、実施できる技術力を有し

ていると考えられる。また、本事業で 2 回のインベントリサイクルにおける改善を経験す

ることにより、C/P の技術及び改善にかかる活動の定着化が期待できる。 

・  「２－５－１ 妥当性」で記したように、GHG インベントリの改善は ECF/CCPIU のニー

ズに合致しているため、本事業によって移転される技術や成果品は、協力終了後も活用さ

れることが見込まれる。 

・  供与機材は、操作及び日常の維持管理に専門的なスキルを必要とするものが想定されてお

らず、協力終了後もモンゴル側による活用・維持管理に大きな問題はないと考えられる。 
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第３章 モンゴルの気候変動対策と GHG インベントリ 

３－１ 気候変動対策に関する取り組み 

モンゴルでは 1992 年に新しい憲法が採択されたが、そのなかでモンゴル市民が安全で健康的な環

境で生きる権利が確立されるとともに、モンゴルのすべての土地と天然資源が国の保護を受けること

が明記された。また、環境省（現在の自然環境・観光省（MET））が設立し、国家レベルでの自然環

境の保護・再生や環境の悪化への対応策を促進することが義務づけられた。1995 年には、モンゴル

環境行動計画が制定され、国としての環境・資源管理の優先事項が示された。モンゴル環境行動計画

の制定以降、環境に関する国家政策（1997 年）等、環境保護のための法律が多数可決された。 

2016 年に国会の承認を得た「持続可能な開発ビジョン 2030」の持続可能な環境における目標の一

つに「気候変動への対応キャパシティーの構築、気象災害・自然災害リスクを回避するシステムの強

化」が挙げられている。さらに、「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）」においては、GHG

インベントリに関連する活動として、「インベントリ実施能力向上、全国的なインベントリシステム

構築」「牧草地の二酸化炭素吸収係数の国際的な手法による推定、カーボン取引（市場）への参加方

法の研究」「牧草地の価値の確定、土地利用や畜産分野の GHG 発生量のセンサス手法（パイロット）

に基づいた算定」が挙げられている（表３－１参照）。 

モンゴルは、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に 1992 年に調印、1993 年に批准しており、京都

議定書には 1997 年に批准している。その後、UNFCCC のもとでの国家義務の履行や、国家の開発計

画の中に気候変動に関する事項を組み込むことを目的として、2000 年に NAPCC が制定され、NAPCC

の実施責任当局として、国家気候委員会（National Climate Committee：NCC）が創設された。NAPCC

のもとでは、気候変動に対する適応や、GHG 排出量の緩和のための各種政策措置が定められている。

また、インベントリ関連活動として「国家 GHG インベントリ策定に利用される基本データを国家統

計に含めるための法環境の整備」「国家統計センターは、環境アセスメント用のデータ、状況報告書、

及び GHG インベントリのデータを維持し、報告書を編纂し、NCC に提出する」としている。NAPCC

は、2011 年に更新され、ポスト京都議定書を踏まえた政策が展開されつつある。 

UNFCCC のもとでの行動として、モンゴルは 2010 年にコペンハーゲン合意に調印し、NAMA のリ

ストを UNFCCC 事務局に提出している。このリストには、再生可能エネルギーの導入増加、加熱用

ボイラーの効率改善等、六つの分野における 11 の行動が示されている。さらに、モンゴルは 2015

年 9 月に INDC を提出しており、国際的支援が継続されることを条件に、2030 年までに政策・措置

を実施することを目標として掲げられている（表３－２参照）。INDC には、施策を講じないケース

（Business As Usual：BAU）の排出量と、目標に掲げられた政策・措置が実施された場合の GHG 排

出量について、2030 年までの将来予測値が示されており、緩和行動の実施により GHG 排出量が 14％

削減されるとの予測が示されている（図３－１参照）。 
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表３－１ 「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030 年）」の GHG インベントリ関連活動 

目標達成方法 活動 期間
主要実

施機関

共同実施

機関 

資金 

源 

目標達成レベル、

指標 

戦略目標①：自然資源を効率的に消費し、GHG 発生量を低下させ、廃棄物を削減する、持続的消費・

生産パターンの促進 

1.1 「2030 年までにエネルギー

分野の効率性を 20％増加し、

総エネルギー生産量に占める

再生可能エネルギーの割合を

2020 年までに 20％、2030 年ま

でに 30％増加させ、同分野に

おける GHG の発生量を削減さ

せる。これは、エネルギー分野

及び他の工業技術の更新、過剰

消費やロスの削減、価格政策の

適切化を通じて達成される」 

2「インベント

リ実施能力向

上、全国的なイ

ンベントリシ

ステム構築」 

2015

～

2020

MEGDT
関連省庁、

統計局 

国際 

機関 

2 年ごとに GHG

インベントリが

発表される 

戦略目標③：グリーン経済を支える資金・税金・融資・その他のインセンティブの導入を通じた、自然

資本・人間開発・クリーンな技術を促進する投資の増額 

3.1 「毎年、国内総生産の 2％

をグリーン開発のために使う

ことにより、天然資源利用の効

率性・生産性を向上させ、生産

ユニットあたりの GHG を削減

するための投資を増加させる」 

2.「牧草地の二

酸化炭素吸収

係数の国際的

な手法による

推定、カーボン

取引（市場）へ

の参加方法の

研究」 

2016

～

2020

MEGDT 銀行 
国際 

機関 

牧草地のカーボ

ン吸収度の計算

能力が向上し、二

酸化炭素の取引

を 可 能 に す る

GHG 吸 収 係 数

（ベースライン）

が推定される 

戦略目標④：貧困削減及びグリーン就業の促進を通した、グリーンライフスタイルの定着 

4.7「牧草地のキャバシティに

応じた牧畜を行うこと、水源を

維持管理することによって、牧

草地劣化・ダメージの防止に寄

与している遊牧民にエコシス

テムサービス料を払うなどの

インセンティブの創出・促進」 

2「牧草地の価

値の確定、土地

利用や畜産分

野の GHG 発生

量のセンサス

手法（パイロッ

ト）に基づいた

算定」 

2016

～

2020

MEGDT

食糧農牧

省、国際機

関 

国際 

機関 

自然資源の経済

的価値・便益を定

めるシステムが

構築される。畜産

業による自然環

境への影響にか

かるデータベー

スが構築される 

出所：「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030 年）」（MEGDT 提供非公式英訳）より作成 
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表３－２ モンゴル INDC に示された 2030 年までに実施する政策・措置 

分野 措置 
関連する 

政策・戦略文書 

エネルギー 
（電力と熱） 

再生可能エネルギーの全発電設備容量に占めるシェアを、2014 年の 7.62％
から 2020 年までに 20％、2030 年までに 30％に増加させる 

・国家エネルギー政策

（国会決議  No.63, 
2015） 

・グリーン開発政策

（2014 年） 

送電時の損失を 2014 年の 13.7％から 2020 年に 10.8％、2030 年に 7.8％に

削減する。 
建物の熱損失を 2014 年のレベルと比べて 2020 年に 20％、2030 年に 40％
に削減する。 
熱電供給プラント（高効率のもの）のエネルギーの自家消費率を 2014 年

の 14.4％から 2020 年に 11.2％、2030 年に 9.14％に削減する。 
2030 年までに、超臨界圧石炭燃焼技術のようなエネルギー生産における先

進技術を実施する。 

エネルギー 
（運輸） 

全国の舗装道路ネットワークを改善する。2016 年までに 8,000km、2021
年までに 11,000 km の改善・舗装を行う。 

・NAMAs（2010 年）

・新中期開発プログラ

ム（2010 年） 
・NAPCC（2011 年） 
・都市交通投資プログ

ラム（2015 年） 

ウランバートル市の道路ネットワークを改善し、2023 年までに全交通量を

30～40％削減する。 
家庭用のハイブリット自動車のシェアを、2014 年の 6.5％から 2030 年まで

に約 13％に拡大する。 
課税や環境料金システムの改善により、ウランバートルと県において、自

動車における液体燃料の LPG への転換を進める。 

道路車両及び道路以外の輸送への基準を強化するメカニズム改善する。 

産業 
セメント工場について、湿式処理から乾式処理への更新や、新たな乾式処

理の工場を建設することにより、2030 年までにセメント業界からの排出量

を削減する。 

・NAMAs、NAPCC 
・政府決議No.171（2012

年） 
・建築材プログラム 

農業 牧草地の許容量に照らして家畜頭数を適切なレベルに維持する。 
・モンゴル国家家畜プ

ログラム（2010 年）

出所：モンゴル INDC より作成 

 

 

 
出所：モンゴル INDC 

図３－１ モンゴル INDC における排出量将来予測 
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３－２ GHG インベントリの作成状況 

モンゴル政府は、UNFCCC への報告義務の遂行のため、過去 2 回、GHG インベントリを作成して

おり、別プロジェクトでも 2 回のインベントリを作成している。また、2014 年から、UNEP 及び GEF

の資金支援のもと、第 1 回 BUR/TNC の作成プロジェクトが実施されており、これらのプロジェクト

のもとで GHG インベントリ作成に対する資金支援も行われている（表３－３）。第 1 回 BUR は 2017

年 7 月、TNC は 2017 年 12 月に UNFCCC に報告される予定である。 

 

表３－３ モンゴルにおける GHG インベントリ作成状況 

完成年 
インベントリ

の対象年 
使用した 

ガイドライン 
備考 

1996 年 1990 年 
1996 年 IPCC ガイド

ライン 

US Country Studies Program のもとで作成。その後、アジア開発

銀行によるプロジェクト「the Asia Least-Cost Greenhouse Gas 
Abatement Strategy」の中で更新 

2001 年 1990～1998 年 
1996 年 IPCC ガイド

ライン 
第 1 回国別報告書（INC）作成のために作成 

2010 年 1990～2006 年 
1996 年 IPCC ガイド

ライン 
第 2 回国別報告書（SNC）作成のために作成 

2014 年 1990～2012 年 

1996 年 IPCC ガイド

ライン 
IPCC Good Practice 
Guidance 

Mongolia:Assessment Report on Climate Change（MARCC）2014 の

5 章にインベントリ情報が含まれているが、LULUCF 分野は算定

されていない。 

2017 年 1990～2013 年 
2006 年 IPCC ガイド

ライン 
BUR 作成のために作成。2017 年 7 月に提出予定 

2017 年 1990～2013 年 
2006 年 IPCC ガイド

ライン 

TNC 作成のために作成。2017 年 12 月に提出予定。BUR に含ま

れる GHG インベントリの LULUCF 分野の一部の算定を更新す

る予定 

出所：関係者聞き取りに基づき調査団が作成 

 

モンゴル SNC には、1990～2006 年までの GHG 排出量の実績及び 2030 年までの GHG 排出量の将

来予測が示されている。SNC における 2006 年の排出量を分野別（表３－４から表３－８参照）にみ

ると、エネルギー分野、農業分野が、全体（LULUCF 分野を除く）のそれぞれ 57.7％、36.5％を占め

ている。エネルギー分野の排出量は将来的にも増加が見込まれており、2030 年の排出量は 2006 年の

約 4 倍の 4,182 万トン CO2 換算となり、全体の 81.5％を占めると予測されている。 

 

 表３－４ モンゴルにおける GHG 排出・吸収量 

（単位：ktCO2eq.） 

分野

エネルギー 12,529 (60.7%) 8,865 (55.4%) 10,220 (57.7%) 14,033 (63.9%) 25,930 (74.9%) 41,815 (81.5%)
工業プロセス 326 (1.6%) 276 (1.7%) 892 (5.0%) 1,354 (6.2%) 1,836 (5.3%) 2,318 (4.5%)
農業 7,695 (37.3%) 6,748 (42.2%) 6,462 (36.5%) 6,405 (29.2%) 6,657 (19.2%) 6,867 (13.4%)
LULUCF 1,887 (-) -1,762 (-) -2,083 (-) -1,932 (-) -1,420 (-) -680 (-)
廃棄物 96 (0.5%) 120 (0.7%) 138 (0.8%) 158 (0.7%) 209 (0.6%) 294 (0.6%)
合計（LULUCF除く） 20,646 16,009 17,712 21,950 34,632 51,294
合計（LULUCF含む） 22,535 14,247 15,628 20,018 33,212 50,614

20301990 2000 2006 2010 2020

 
※1990～2006 年は実績値。2010～2030 年は予測値。（ ）内の数字は合計（LULUCF 除く）に占める割合 
出所：モンゴル SNC より作成 
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 表３－５ モンゴルにおける GHG 排出・吸収量 

（単位：ktCO2eq.） 

分野 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

総排出量 23,645 17,205 16,896 16,607 16,405 16,137 16,910 17,582 18,868
総排出吸収量 22,535 15,044 14,247 14,155 13,944 13,332 13,755 14,519 15,628
1.エネルギー 12,529 8,710 8,865 9,063 9,418 9,023 9,247 9,635 10,220
A.　燃料の燃焼（分野別） 12,334 8,611 8,768 8,966 9,313 8,916 9,118 9,495 10,069
・　　エネルギー 6,585 5,600 6,231 6,093 6,583 6,127 6,247 6,421 6,399
・　　製造及び建築 1,809 1,017 334 309 283 282 198 220 356
・　　運輸 1,786 905 1,214 1,341 1,334 1,321 1,591 1,643 1,887
・　　業務、家庭および農業 1,895 775 852 765 934 963 943 1,059 1,181
・　　その他 259 314 136 456 180 223 139 151 244
B.　燃料からの漏出 195 99 98 97 105 107 128 140 150
・固体燃料 195 99 98 97 105 107 128 140 150
・石油及び天然ガス 0 0 0 0 0 0 0 0 0
2.工業プロセス 326 166 276 275 451 729 972 862 892
A.　鉱物製品 313 101 79 61 112 119 58 130 125
B.　化学産業 0 0 0 0 0 0 0 0 0
C.　金属の生産 0 0 0 0 0 0 0 0 0
D.　その他製品の製造 0 0 0 0 0 0 0 0 0
E.　ハロゲン元素を含む炭素化合物及び六ふっ化硫黄の生産 0 0 0 0 0 0 0 0 0
F.　ハロゲン元素を含む炭素化合物及び六ふっ化硫黄の消費 13 67 197 214 338 610 914 732 767
3.　溶剤その他の製品の利用 0

4.　農業 7,695 6,964 6,748 6,040 5,338 5,240 5,518 5,854 6,462
A.　消化管内発酵 5,576 5,857 6,044 5,354 4,500 4,547 4,879 5,234 5,895
B.　家畜排せつ物の管理 183 196 192 153 139 140 148 156 172
C.　稲作 0 0 0 0 0 0 0 0 0
D.　農用地の土地 1,932 909 511 531 697 552 490 463 393.7
E.　野外で農作物の残留物を焼くこと 1 2 1 1 1 1 1 1 0.84
5.　土地利用、土地利用変化及び林業 1,887 -906 -1,762 -1,348 -1,386 -1,788 -2,112 -1,966 -2,083
A.　森林及びその他木質バイオマス蓄積の変化 2,072 907 620 766 721 754 807 872 964
B.　森林草地の土地利用転換 926 347 267 339 354 263 236 225 193
C.  土地管理の放棄 -1,111 -2,160 -2,649 -2,453 -2,461 -2,806 -3,155 -3,063 -3,240
D.  土壌による二酸化炭素排出及び吸収 0 0 0 0 0 0 0 0 0
E. 　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6.　廃棄物 96 110 120 124 124 127 131 134 138
A.　固形廃物の陸上における処分 39 40 45 45 46 47 48 50 51
B.　廃水の処理 57 69 75 79 78 80 82 84 87
C.　廃棄物の焼却 0 0 0 0 0 0 0 0 0
D.　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0  
出所：モンゴル SNC より作成 
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表３－６ 2006 年の GHG 排出・吸収量（エネルギー分野） 

GHG SOURCE AND SINK CATEGORIES

P A P A P A

Total Emissions (without LULUCF) 9,956.25 6,528.90 458.80 17,711

Total Emissions (with LULUCF) 7,873.67 6,528.90 458.80 15,628

1. Total Energy 9,831.10 323.40 65.10 10,220

A. Fuel Combustion Activities (Sectoral Approach) 9,831.10 173.04 65.10 10,069
1. Energy Industries 6,366.77 1.47 31.00 6,399

a.  Public Electricity and Heat Production ？ ？ ？ 0
b.  Petroleum Refining ？ ？ ？ 0

c.  Manufacture of Solid Fuels and Other Energy
Industries ？ ？ ？ 0

2. Manufacturing Industries and Construction 356.92 0.63 0.00 358
a.  Iron and Steel ？ ？ ？ 0
b.  Non-Ferrous Metals ？ ？ ？ 0
c.  Chemicals ？ ？ ？ 0
d.  Pulp, Paper and Print ？ ？ ？ 0
e.  Food Processing, Beverages and Tobacco ？ ？ ？ 0

f.  Other ？ ？ ？ 0

3. Transport 1,874.01 6.72 6.20 1,887
a.  Civil Aviation ？ ？ ？ 0
b.  Road Transportation ？ ？ ？ 0
c.  Railways ？ ？ ？ 0
d.  Navigation ？ ？ ？ 0
e.  Other Transportation ？ ？ ？ 0
Other non-specified ？ ？ ？ 0

4. Other Sectors 989.10 164.22 27.90 1,181
a.  Commercial/Institutional ？ ？ ？ 0
b.  Residential ？ ？ ？ 0
c.  Agriculture/Forestry/Fisheries ？ ？ ？ 0

5. Other 244.30 0.00 0.00 244
a.  Stationary ？ ？ ？ 0
Other non-specified ？ ？ ？ 0
Mining ？ ？ ？ 0
b.  Mobile ？ ？ ？ 0
Other non-specified ？ ？ ？ 0

B. Fugitive Emissions from Fuels 0.00 150.36 0.00 150
1.  Solid Fuels 0.00 150.36 0.00 150

a.  Coal Mining and Handling ？ ？ ？ 0
b.  Solid Fuel Transformation ？ ？ ？ 0
c.  Other ？ ？ ？ 0
Other non-specified ？ ？ ？ 0

2. Oil and Natural Gas 0.00 0.00 0.00 0
a.  Oil ？ ？ ？ 0
b.  Natural Gas ？ ？ 0
c.  Venting and Flaring ？ ？ ？ 0

Venting ？ ？ 0
Flaring ？ ？ ？ 0

d. Other ？ ？ ？ 0
Other non-specified ？ ？ ？ 0

Memo Items: 0
International Bunkers ？ ？ ？ 0

Aviation ？ ？ ？ 0
Marine ？ ？ ？ 0

Multilateral Operations ？ ？ ？ 0
CO2 Emissions from Biomass ？ 0

totalCO2 CH4 N2O
HFCs PFCs SF6

 
※ “？”となっているセルについては、活動量・排出係数・その他パラメーターを明らかにして、排出量あるいはノーテーションキー（NE, NA, 

NO, IE, C）を入力する必要がある。個別データが存在しない可能性もある。 
出所：モンゴル SNC より作成 
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表３－７ 2006 年の GHG 排出・吸収量（工業プロセス分野） 

GHG SOURCE AND SINK CATEGORIES

P A P A P A

Total Emissions (without LULUCF) 9,956.25 6,528.90 458.80 17,711

Total Emissions (with LULUCF) 7,873.67 6,528.90 458.80 15,628

2. Total Industrial Processes 125.15 0.00 0.00 0 767 0 0 0 0 892

A.  Mineral Products 125.15 0.00 0.00 125
1.  Cement Production ？ 0
2.  Lime Production ？ 0
3.  Limestone and Dolomite Use ？ 0
4.  Soda Ash Production and Use ？ 0
5.  Asphalt Roofing ？ 0
6.  Road Paving with Asphalt ？ 0
7.  Other ？ ？ ？ 0

B.  Chemical Industry 0.00 0.00 0.00 NO NO NO NO NO NO 0
1.  Ammonia Production ？ ？ ？ 0
2.  Nitric Acid Production ？ 0
3.  Adipic Acid Production ？ ？ 0
4.  Carbide Production ？ ？ 0
5.  Other ？ ？ ？ 0

C.  Metal Production ？ ？ ？ 0.00 0.00 NO NO NO NO 0
1.  Iron and Steel Production ？ ？ 0
2.  Ferroalloys Production ？ ？ 0
3.  Aluminium Production ？ ？ ？ 0
4.  SF6 Used in Aluminium and Magnesium Foundries ？ 0
5.  Other ？ ？ ？ ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0

D.  Other Production ？ 0
1.  Pulp and Paper 0
2.  Food and Drink ？ 0

E.  Production of Halocarbons and SF6 ？ 0.00 0.00 0
1.  By-product Emissions ？ ？ ？ 0

 Production of HCFC-22 ？ 0
Other ？ ？ ？ 0

2.  Fugitive Emissions ？ ？ ？ 0
3.  Other ？ ？ ？ 0

F.  Consumption of Halocarbons and SF6 0 767 0 0 0 0 0
1.  Refrigeration and Air Conditioning Equipment ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
2.  Foam Blowing ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
3.  Fire Extinguishers ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
4.  Aerosols/ Metered Dose Inhalers ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
5.  Solvents ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0

6.  Other applications using ODS  substitutes ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
7.  Semiconductor Manufacture ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
8.  Electrical Equipment ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0
9.  Other ？ ？ ？ ？ ？ ？ 0

Total Solvent and Other Product Use 0.00 0.00 0
A.  Paint Application 0
B.  Degreasing and Dry Cleaning 0
C.  Chemical Products, Manufacture and Processing 0
D.  Other 0

1. Use of N2O for Anaesthesia 0
2. N2O from Fire Extinguishers 0
3. N2O from Aerosol Cans 0
4. Other Use of N2O 0
5. Other 0
Other non-specified 0

totalCO2 CH4 N2O
HFCs PFCs SF6

 
※“？”となっているセルについては、活動量・排出係数・その他パラメーターを明らかにして、排出量あるいはノーテーションキー（NE, 

NA, NO, IE, C）を入力する必要がある。個別データが存在しない可能性もある。 
出所：モンゴル SNC より作成 
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表３－８ 2006 年の GHG 排出・吸収量（農業・LULUCF・廃棄物分野） 

GHG SOURCE AND SINK CATEGORIES

P A P A P A

4. Total Agriculture 0.00 6,067.95 393.70 6,462

A. Enteric Fermentation 5,895.12 5,895
1.    Cattle ？ 0
2.    Buffalo ？ 0
3.    Sheep ？ 0
4.    Goats ？ 0
5.    Camels and Llamas ？ 0
6.    Horses ？ 0
7.    Mules and Asses ？ 0
8.    Swine ？ 0
9.    Poultry ？ 0
10.  Other ？ 0

B.  Manure Management 171.99 0.00 172
1.    Cattle ？ 0
2.    Buffalo ？ 0
3.    Sheep ？ 0
4.    Goats ？ 0
5.    Camels and Llamas ？ 0
6.    Horses ？ 0
7.    Mules and Asses ？ 0
8.    Swine ？ 0
9.    Poultry ？ 0
10.   Other livestock ？ 0
11.  Anaerobic Lagoons ？ 0
12.  Liquid Systems ？ 0
13.  Solid Storage and Dry Lot ？ 0
14.  Other AWMS ？ 0

C.  Rice Cultivation 0.00 0
1.  Irrigated ？ 0
2.  Rainfed ？ 0
3.  Deep Water ？ 0
4.  Other ？ 0

D.  Agricultural Soils 0.00 393.70 394
1.  Direct Soil Emissions ？ 0
2.  Pasture, Range and Paddock Manure ？ 0
3.  Indirect Emissions ？ 0
4.  Other ？ ？ 0

E.  Prescribed Burning of Savannas ？ ？ 0
F.  Field Burning of Agricultural Residues 0.84 0.00 1

1 . Cereals ？ ？ 0
2.  Pulses ？ ？ 0
3 . Tubers and Roots ？ ？ 0
4 . Sugar Cane ？ ？ 0
5 . Other ？ ？ 0

G.  Other (please specify) ？ ？ 0

5. Total Land-Use Categories -2,082.58 ？ ？ -2,082.58

A. Changes in forest and other woody biomass stocks 963.96 ？ ？ 963.96
B. Forest and grassland conversion 193.33 ？ ？ 193.33
C. Abandonment of managed land -3,239.87 ？ ？ -3,239.87
D. CO2 emissions & removals from soil NE NE NE 0.00
E. Other NE NE NE 0.00

6. Total Waste 0.00 137.55 0.00 138

A.  Solid Waste Disposal on Land 51.03 51
1.  Managed Waste Disposal on Land ? ? 0
2.  Unmanaged Waste Disposal Sites ? ? 0
3.  Other ? ? 0

B.  Waste Water Handling 86.52 0.00 87
1.  Industrial Wastewater ? ? 0
2.  Domestic and Commercial Waste Water ? ? 0
3.  Other ? ? 0

C.  Waste Incineration NE NE NE 0
D.  Other (please specify) NO NO NO 0

totalCO2 CH4 N2O
HFCs PFCs SF6

 
※“？”となっているセルについては、活動量・排出係数・その他パラメーターを明らかにして、排出量あるいはノーテーション
キー（NE, NA, NO, IE, C）を入力する必要がある。個別データが存在しない可能性もある。 

出所：モンゴル SNC より作成 
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３－３ GHG インベントリの作成体制 

３－３－１ 概 要 

モンゴルの INC 及び SNC の GHG インベントリ作成の取りまとめは気象水文研究所（Institute of 

Meteorology and Hydrology：IMH）（現在の IRIMHE）が担当した。IMH はインベントリの実作業を

ローカルコンサルタントに外注し、コンサルタントチームは個人的なネットワークなどを駆使しな

がらデータ収集、GHG 排出・吸収量算定、報告書作成などを行った。 

2012 年には、MEGD 内に CCCO が設置され、CCCO 担当者が GHG インベントリ作成活動の主

体となり、MARCC 2014 年のインベントリ（LULUCF 分野を除く）を作成した。2015 年の CCCO

廃止に伴い、インベントリ担当者は NCF（現在の ECF）に異動し、現在第 1 回 BUR、TNC の GHG

インベントリを作成中である。データ提供に関する MoU を作成し、インベントリ作成の制度化に

向けた活動を実施している。 

 

表３－９ モンゴルにおける GHG インベントリ作成体制 

 ～2011 年 2012～2014 年 2015 年～ 

インベントリ担当機関 IMH CCCO ECF 

インベントリ作成者 
コンサルタントチーム

（約 6 名） 
CCCO 担当者 2 名 ECF 担当者 3 名 

インベントリ作成に関

する法的枠組み 

2005 年まではインベントリ作成に関する法的枠組み

はなかった。2006 年に「モンゴルの GHG インベン

トリ作成手順のナショナルマニュアル」が作成され、

SNC は本マニュアルに従ってインベントリが作成さ

れた。 

ナショナルマニュアルは活用され

ていないが、インベントリのデー

タ提供に関する MoU に基づいて、

ECF がデータ収集を行った。 

データ収集の方法 
コンサルタントチームが

個人のネットワークを活

用してデータを収集 

CCCO 担当者及びコンサ

ルタントのネットワーク

を活用してデータを収集

現在準備中の MoU に従って各機

関がデータを提供 

排出量・吸収量算定 コンサルタントチーム CCCO 担当者 2 名 ECF 担当者 3 名 

報告書作成 コンサルタントチーム CCCO 担当者 2 名 ECF 担当者 3 名 

出所：関係者聞き取りに基づき調査団が作成 

 

３－３－２ インベントリ作成機関（自然環境気候基金） 

ECF は、UNEP/GEF の第 1 回 BUR/TNC 策定プロジェクトの実施機関であり、同プロジェクトに

おいて、国家 GHG インベントリを作成している。第 1 次調査時は NCF という名称であったが、

2017 年 2 月の「モンゴル政府特別基金法」条文修正により現在の名称に変更された。 

 

（1）沿革 

  ECF（当時 NCF）は、1998 年に「自然環境保護法」第 34 条に基づく内閣令 1998 年第 188 号

により設立された、MET 傘下の非営利団体である。ECF は、「政府特別基金法」（2006 年）に

定める特別基金であり、同法第 12 条において、財源（①国家予算、②外国、国際機関、国内外

の法人、個人からの無償援助、寄付金、③外国、国際機関からの政府へのローン、及び④その

他の財源）と資金の用途が規定された。また、同法第 26 条において資金利用は環境担当閣僚が

決定すると定められた。ECF の目的・組織体制は、2012 年の内閣令（第 189 号）によって定め

られた。同内閣令によれば、ECF の目的は、気候変動、自然環境保護、資源の適切な利用・復
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旧、自然環境への影響を軽減する技術の導入、自然環境保護に関する法規の宣伝、実施への管

理に対する企業・個人の参加の促進、及び環境教育の普及のために、基金の資金を適切に、効

率的に利用することである。ECF の運営（活動の調整、資金調達、支出管理）は、MET、気象

庁、科学アカデミー、ウランバートル市、NGO の代表 9 名からなる理事会が行い、理事会の構

成は環境担当閣僚が定める。また、日常活動の管理は環境担当閣僚の任命・契約する基金が行

う。基金長は、ビジネス計画及び予算案を作成して環境担当閣僚に提出し、その決定に従って

年度予算を利用する。 

  2015 年の省庁再編に伴う CCCO の規模縮小の際に、大臣令 2015 年 2 月 27 日第 A-118 号によ

って、ECF（当時 NCF）は UNEP/GEF による INDC/BUR/NC 策定プロジェクトの実施機関とし

て、CCCO に代わり任命された。この際、ECF 内に、CCCO に勤務していた専門家 5 名（GHG

インベントリ担当者 3 名を含む）を中心とする CCPIU が新設された。 

  第 2 章で記したように、2016 年に策定された「2016～2020 年のモンゴル政府行動プログラム」

における気候変動分野の活動として ECF の設立が掲げられ、2017 年の MET の活動計画には、

NCF を拡大し ECF にするための法制度の整備が含まれた。2017 年 2 月には、「モンゴル政府特

別基金法」の関連条文が修正され、名称が従来の NCF（自然保護基金）から ECF（自然環境気

候基金）に変更になり、資金の用途に気候変動の緩和と適応、GHG 削減対策の支援が追加され

た。現在 ECF は、事業範囲拡大に見合う組織体制を整えるため、内閣令改正案のドラフトを作

成中である。 

 

Box 1 「モンゴル政府特別基金法」に定められた ECF の資金の財源と用途 

第 12 条 自然環境気候基金（条文名を 2017 年 2 月 9 日の法律で改正） 

12.1 自然環境気候基金の資金はこの法 7.1 で規定した以外に次の財源から成る： 

12.1.1 特別保護地域における観光業営業許可書の交付料； 

12.1.2 自然資源利用料の収入の環境保護、資源復元に用いる分としてこの法 4.2 で規定した資金；

12.1.3 水質汚染賠償金の収入；（2012 年 5 月 17 日の改定により追加） 

12.1.4 個人、法人より自然環境及び資源に対する損害の賠償金の収入；(2015 年 7 月 8 日の改定に

より追加、2016 年 1 月 1 日より準拠） 

12.1.5 自然保護基準に対する犯罪、違反で使用され没収された銃器、車両、乗り物、機械、機材の

販売収入；（2015 年 7 月 8 日の改定により追加、2016 年 1 月 1 日より準拠） 

12.1.6 違法採取により没収された自然資源販売収入。（2015 年 7 月 8 日の改定により追加、2016

年 1 月 1 日より準拠） 

12.1.7 その他の収入（2017 年 2 月 9 日の法律で追加） 

12.2 この法 12.1 で規定した基金の資金は次の活動の財源とする： 

12.2.1 自然資源、環境状況の変化・変動の調査・研究、情報の収集、加工、分析をする事業、活

動； 

12.2.2 自然環境保護、資源を適切に利用、復元し、自然環境への負の影響の削減する最新方法、

毒性のない、汚染防止、代替技術を導入した個人、法人の活動の奨励； 

12.2.3 自然環境保護に関する問題で国家及び国際セミナー、会議、シンポジウムなどの開催； 

12.2.4 自然環境保護、管理、研究に必要な機材、測定機器の購入の資金援助； 

12.2.5 自然環境保護、復元、宣伝、研究活動において優秀な成績を収めた自己また外国の個人へ

の賞与； 
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12.2.6 自然災害予防に関する活動の実施； 

12.2.7 自然環境保護に関する法規の実施への管理活動； 

12.2.8 自然環境保護法 48.2.で規定された環境教育の促進； 

12.2.9 自然環境に関する法規に対する犯罪、違反の発見に具体的な援助を提供したまたは発見し

た共同組合、非政府機関、警察・国境警備機関の職員への奨励；（2015 年 7 月 8 日の改定

により追加、2016 年 1 月 1 日より準拠） 

12.2.10 自然保護基準に対する犯罪の捜査に必要な評価、分析、分析官及び研究所の費用。（2015

年 7 月 8 日の改定により追加、2016 年 1 月 1 日より準拠） 

12.2.11 気候変動の緩和と適応、GHG の削減対策の支援（2017 年 2 月 9 日の法律で追加） 

（2017 年 2 月の改正部分は下線） 
出所：「モンゴル政府特別基金法」（調査団通訳及び調査団翻訳者（下線部）による仮訳） 

 

（2）ECF に対する政策的支援  

  上掲のように、ECF の設立は「2016～2020 年のモンゴル政府行動プログラム」に支持されて

おり、MET の 2017 年活動計画においても、ECF 設立のための法制度整備が含まれている。ま

た、「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）」において、「NCF の活動の拡大を図り、緑

の気候基金（Green Climate Fund：GCF）
16
、適応基金などの国家実施機関になることをめざし、

能力を向上させる」ことが、戦略目標③（「グリーン開発を支える資金、税金、融資、その他の

インセンティブの導入と自然環境、人間開発、クリーンな技術を促進する投資の増額」）のため

の活動の一つに挙げられている。 

 

表３－10 「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）」における ECF（旧 NCF）関連活動 

目標達成方法 活動 期間 
主要実

施機関

共同実

施機関
資金源 

目標達成レベル、 

指標 

戦略目標③：グリーン開発を支える資金、税金、融資、その他のインセンティブの導入と自然環境、人間開発、ク

リーンな技術を促進する投資の増額 

3.1 「毎年、国内総生

産の 2 ％をグリーン

開発のために使うこ

とにより、生産性の向

上を図り、天然資源利

用の効率性を向上さ

せ、生産ユニットあた

りの温室効果ガスの

削減のための投資を

増加させる」 

1「NCF の活動の拡大を図

り、GCF、適応基金など

の国内実施機関（※元訳

は、ナショナル実施ユニ

ット）になることを目指

し、能力を向上させる」

 

2016 

～ 

2018 

 

MEGDT 

 

財務省

 

国際 

機関 

 

自然環境保護やグリ

ーン開発について国

際基金に認証された

国内実施ユニットが

できる 

 

（下線は調査団） 
出所：「グリーン開発政策実施活動計画（2016-2030）」（MEGDT 提供非公式英訳）より作成 

 

（3）ビジョン及びミッション 

  ECF のビジョン及びミッションを記した資料はこれから作成される予定である。参考までに、

                                                        
16 GCF は、2010 年の第 16 回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP16）のカンクン合意に基づいて設置された、途上国の温室効

果ガス削減と気候変動の影響への適応を支援する多国間基金。NCF は、2014 年に、自然環境・グリーン開発省（当時）により、

GCF の資金供与を仲介する国内実施機関に選ばれている。 



 

－40－ 

NCF のリーフレット（2015 年）によれば、NCF は「グリーンで持続可能な開発においてシナ

ジー及び主要な役割を果たすことにより、環境問題の解決方法を見出し、実施すること」をめ

ざしており、そのために、①環境の保護・復元、自然資源の適切な利用、②環境に関する気候

変動の研究、③環境負荷を低減する先進技術の紹介、④個人・団体に対する保全活動の促進、

⑤環境法規・政策の普及、及び⑤一般市民に対する環境教育の提供、を行う。さらに、今後の

役割として、①若年層・市民の環境に関する意識・知識の向上、環境保全活動の奨励、②環境

汚染・環境犯罪対策、鉱山復旧活動支援、③特に保護区の管理状況改善に資するプロジェクト

／プログラムの実施、④GCF の国内実施ユニットとしての認証
17
、⑤外部／国際資金による気

候変動適応・緩和に関するプロジェクト・プログラムの実施、が挙げられている。 

 

（4）組織体制 

  ECF は、自然環境・グリーン開発・観光大臣（当時）に任命された基金長のもと、ワーキン

グユニット（事務局）及び気候変動分野のプロジェクトを実施する CCPIU の二つの部署から成

る。事務局には 4 名（基金長を含めると 5 名）、CCPIU には、CCCO から編入された気候変動

分野の専門家 5 名を含む 9 名が配置されている。各ユニットの責任者は置かれていない。CCPIU

については、各プロジェクトのプロジェクトマネージャーが基金長に報告をする体制となって

いる。また、CCPIU に対しては、モンゴル政府の気候変動特別大使（Z.バッジャルガル氏）が

プロジェクトアドバイザーとして助言を行っている。 

  なお、事務局の職員は、給与が ECF の通常予算（国家予算）から支給される正規職員である

のに対し、2015 年に新設された CCPIU の職員は、給与はドナー・プロジェクトの予算から支

給されており、常勤の契約職員という立場にある
18
。雇用契約は行政管理局長と結んでいる。

ECF では、CCCPIU 職員の給与について、①CCPIU は UNEP/GEF 以外にも複数のドナー・プロ

ジェクトを実施中／実施予定であること
19
、②NCF から ECF になり、気候変動の緩和と適応・

GHG 削減対策の支援が事業範囲に追加されたことにより、今後も気候変動分野のドナー・プロ

ジェクトを積極的に実施していくことから、CCCPIU 職員の給与は継続的に確保されると見込

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
17 NCF の 2014 年度の年次報告書によれば、NCF が GCF の国内実施機関に選ばれたのは、①気候変動の緩和・適応に向けた活動の

拡大、②それらに由来する資金問題の解決、③実施プロジェクト・プログラムの国家政策・戦略への適合のためである。 
18 モンゴル政府の財政難により、すべての政府特別基金は新規雇用を制限されている。 
19 FAO の UN-REDD プロジェクトを実施中。また、ECF への聞き取りによれば、GIZ による GCF 認証に向けた支援が 2017 年 6 月

から 1 年間の予定で新たに開始される見込みである。さらに、GIZ からは、気候変動政策の能力形成にかかる地域プロジェクト

（Capacity development for climate policy in the countries of South East, Eastern Europe, the South Caucasus and Central Asia）のフェーズ

3（2017-2021）のモンゴルにおける能力強化の対象に選ばれており、INDC の NDC への更新支援が計画されている。2017 年 6 月

に GIZ の調査団が派遣され、詳細な計画が作成される見込みである。 
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出所：2016 年度 NCF 年次報告書（調査団翻訳者による仮訳）及び ECF への聞き取りに基づき作成 

図３－２ ECF の組織図 

 

（5）予算と支出  

  NCF の最新の年次報告書（2016 年）によれば、2016 年度の ECF（旧 NCF）の事務局の予算

は 19 億トゥグログ、支出は 18.8 億トゥグログであった。2017 年度の予算は 18 億トゥグログで

ある。 

 

自然環境・観光大臣・理事長

ECF 基金長・理事会秘書役 

ワーキングユニット（事務局） 

予算計画オフィサー 

 
プロジェクト、プログラム、

イベント担当オフィサー 
 

アーカイブ、ドキュメント、

内部活動オフィサー 

会計 

気候変動プロジェクト実施ユニット（CCPIU) 

プロジェクトアドバイザー 

UNEP/GEF 第 3 回 NC 策定 

プロジェクト 

UNEP/GEF の BUR 策定 

プロジェクト 

INDC 

二国間クレジット制度(JCM) 

理事会 
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表３－11 ECF(旧 NCF）事務局の 2016 年度予算と支出   

（単位：百万トゥグログ） 

 活動項目 
2016 年度

予算 
支出 

1 資源、環境変動に関する調査、情報収集分析 855.0 757.5 

2 
自然環境保護、資源の適切な利用・回復、自然環境への悪影響を軽減する技術の

導入、無公害技術を導入した個人・法人の活動の奨励 
30.0 10.0 

3 自然環境保護に関する国内及び国際セミナー、シンポジュウム等の開催 165.0 260.2 

4 自然環境保護、監査、研究に必要な機材、測定器の購入の資金援助 100.0 8.0 

5 
自然環境保護、復元、宣伝、研究活動において優秀な成績を収めた自己または外

国の個人への賞与 
20.0 - 

6 自然災害防災に関する活動 100.0 47.0 

7 自然環境保護関連法規実施の管理 50.0 15.0 

8 「自然環境保護法」第 56 条で規定した環境教育の促進 200.0 571.7 

9 
自然環境保護に関する法規に対する犯罪、違反の発見に具体的な援助を提供した

共同組合、非政府機関、警察、国境警備機関の職員への奨励 
50.0 - 

10 
自然環境保護基準に違反した犯罪の捜査に必要な評価、分析、分析官及び研究所

の費用 
30.0 - 

11 NCF の業務費用 300.0 216.2 

合計 1,900.0 1,882 

出所：2016 年度 NCF 年次報告書（調査団翻訳者による仮訳） 

 

  CCPIUの予算のうち、UNEP/GEFのBUR/TNC策定プロジェクトの予算は以下に示すとおり。 
 

表３－12 UNEP/GEF の BUR 策定プロジェクトの予算 

（単位：USD） 

2015 年 2016 年 2017 年 合計 

13,360 121,075 207,565 342.000 

出所：ECF 

 

表３－13 UNEP/GEF の TNC 策定プロジェクトの予算 

（単位：USD） 

2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 合計 

88,116.00 161,697 212,187 18,000 480,000 

出所：ECF 
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３－３－３ データ提供機関 

インベントリ作成における主なデータ提供機関は以下のとおり。 

 

表３－14 主なデータ提供機関 

分野 排出・吸収源※ 関連機関 必要データ 

エネルギー 

国内供給 
Ministry of Energy（エネルギー省） 
Ministry of Mining and Heavy Industry 
（鉱業・重工業省） 

燃料種別生産量 
石炭生産量 

固定発生源 

National Statistical Office of Mongolia 
（統計局） 
Energy Regulatory Commission 
Mineral Recourse Authority of Mongolia 

燃料種別輸出入量 
業種別燃料種別消費量 

移動発生源 

National Statistical Office of Mongolia 
（統計局） 
Ministry of Road and Transportation 
Development（道路交通開発省） 
Ulaanbaatar Railway 

航空、船舶、自動車別の燃料消費

量 
国内・海外バンカー別の燃料消費

量 

燃料からの漏出 
Ministry of Mining and Heavy Industry 
（鉱業・重工業省） 

炭鉱数 
石炭・石油の生産量・輸送量等 

工 業 プ ロ

セス 

セメント製造 
Ministry of Mining and Heavy Industry 
（鉱業・重工業省） 

クリンカ・セメント生産量 

生石灰製造 
Ministry of Mining and Heavy Industry 
（鉱業・重工業省） 

生石灰製造に使用された石灰石・

ドロマイトの消費量 

石灰石及びドロマ

イトの使用（ガラ

ス製造用途） 

Ministry of Mining and Heavy Industry 
（鉱業・重工業省） 
Mongolian Customs 

ガラスの種類別製造量 

鉄鋼製造 
Ministry of Mining and Heavy Industry 
（鉱業・重工業省） 
Mongolian Customs 

鉄鋼の製造量 

冷蔵庫及び空調機

器 

National Statistical Office of Mongolia 
（統計局） 
Mongolian Customs 

冷蔵庫の輸入量 

農業 

消化管内発酵 

Ministry of Food, Agriculture and Light 
Industry（食糧・農牧業・軽工業省） 
National Statistical Office of Mongolia 
（統計局） 

家畜の頭数 

家畜排せつ物の管

理 

Ministry of Food, Agriculture and Light 
Industry （食糧・農牧業・軽工業省） 
National Statistical Office of Mongolia 
（統計局） 

家畜の頭数、排せつ物管理区分別

割合 

農用地の土壌 農家支援センター 肥料の施肥量 

野外で農作物の残

留物を焼くこと 
Ministry of Food, Agriculture and Light 
Industry（食糧・農牧業・軽工業省） 

農作物の収穫量 

LULUCF 

土地利用カテゴリ

ー 

Administration of Land Affairs, Geodesy, and 
Cartography of Mongolia 
（土地・測量・地図庁） 

土地区分別面積及び転用データ 

森林 GIZ・UNREDD 森林における排出・吸収量 

農地 

IRIMHE（気象水文環境情報研究所） 
生体バイオマスストック・枯死有

機物・土壌炭素ストック量変化に

関するデータ 
草地 

開発地 
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その他の地 

廃棄物 

固形廃棄物 
IRIMHE（気象水文環境情報研究所） 
Ministry of Food and Agriculture（農牧省） 
科学技術大学 

一般廃棄物の量 
産業廃棄物の量 
固形廃棄物の組成（一部） 
排出係数 

廃棄物の焼却 なし 焼却された廃棄物量 

排水処理 
National Statistical Office of Mongolia 
（統計局） 

人口 

※モンゴルで活動が確認されている排出・吸収源のみを示す。 

出所：関係者聞き取りに基づき調査団が作成 

 

３－３－４ その他関連機関 

MET の気候変動対外関係局は、GHG インベントリを含む気候変動分野の政策を担当している。

第 1 次調査時は、行政管理局の下にある課（対外関係課）だったが、2017 年 1 月の内閣令により、

名称に「気候変動」が追加になるとともに局に昇格した。 

内閣令によれば、気候変動対外関係局の業務は、①気候変動に関する法案、政策、プログラムの

ドラフトの作成・承認、実施に関する業務調整・専門的な指導、自然環境・観光セクターの対外協

力の発展に関する基本的な業務の実施、②気候変動の緩和、適応、GHG の削減に関する協力の計

画化、契約・合意書の作成、プログラム・事業の実施に関する全体的な助言･支援、及び③気候変

動に関する国内外の組織・パートナー国との協力、共同事業・プログラムの実施の調整、環境観光

セクターの対外協力の調整・実施、である。気候変動対外関係局への聞き取りによれば、「グリー

ン開発政策実施行動計画（2016-2030 年）」についても、気候変動分野の計画のモニタリングは同局

の所管である。 

気候変動対外関係局の職員数は合計 8 名で、気候変動分野の担当者は、元 CCCO 職員のゲレル

ドット氏を含む 2 名である。なお、局長のユルルト氏は GEF のフォーカルポイントであり、

UNEP/GEF の BUR/NC 策定プロジェクトの運営委員会のメンバーを務めている。 

 

３－３－５ 作成スケジュール 

BUR、TNC の作成スケジュールを表３－15、表３－16に示した。BUR の作成スケジュールによ

ると、2016 年 10 月までに GHG インベントリの算定を完成する予定だったが、データ収集・デー

タ分析の作業が遅れたため、第 2 次調査時には完成していなかった。第 2 次調査時には、特にエネ

ルギー分野のデータ分析が課題となっていたが、第 1 回 BUR は予定通り 2017 年 7 月に提出する予

定であることが確認された。 

なお、COP 決議の 2/CP.17 によれば、途上国は 2 年ごとに BUR を UNFCCC 事務局に提出するよ

うに定められている。しかし、ECF の聞き取り調査によれば、GEF/UNEP による資金支援の承認

プロセスのタイミングを踏まえると、2 年半サイクルで BUR を作成・提出することが現実的であ

ることが確認された。 
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表３－15 BUR の作成スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：ECF 資料 

A S O N D J F M A M J J A S O N D J F M A M J J

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

1

1.1
Quarterly progress report –Mar, June, Sep & Dec + 30

days
X X X X X X

1.2 Expenditure report - Mar, June, Sep and Dec + 30 days X X X X X X

1.3 Annual co-financing report Dec 31 + 30 days X X

1.4 Annual audit report Dec 31 + 180 days X X

1.5 Final report X X

1.6 Monitoring report X X X

1.7 Financial audit report X X

1.8 MOF & MEGDT reports X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X

2

2.1 Prepare & finalize procurement plan, tendering document X X X

2.2 TORs of task forces,  & procurement announcements X X X

2.3
Establish procurement assessment committee and

proceed the meetings
X X

2.4 Commence the procurement X

2.5 Sign & conclude agreements with task forces X X X X X X

3

3.1 GHGinventory training X X X X  X

3.2 GHG inventory review workshop X

3.3 Training on mitigation actions & effects X

3.4 PSC meetings + minutes of meeting X X X

3.5 Other technical trainings (international) & workshops X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X

4

4.1
Discuss, agree and sign MoU with the institutions detailing

roles and mandates
X X X X

4.2 Develop inventory documentation checklist for all sectors X X X

4.3
Upgrading of existing database & archiving &

documentation
X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X X

4.4
Conduct survey to collect activity data/emission factor

for selected categories
X X X X X X X X X

4.5 Review & indentify strengths & gaps X X X X X X X X X X X X X X

4.6
Prepare instruction manual on GHG inventory archiving

and documentation
X X X X

4.7
Conduct emission trends and KCA for entitre inventory

time series (1990-2014)
X X

4.8 Develop and support implementation of QA/QC plan X X X X X X X X X X X X X X X

4.9
Prepare & finalize NIR covering 1990-2014 time series

using 2005 base year.
X X X X X X X X X X X X

4.1
Estimate and where possible recalculate direct GHG

emission for 5 sectors up to 2014
X X X X X X X X

4.1
Database management: archiving & documentation /

Support enabling of central GHG database
X X X X X X X

5

5.1

Cross-Cu tt in g I ssues (Nat ional c irc umstances,

constrain s, gaps, needs, &  o the r non  c limate

re lated impac ts  )

X X X X X X X X X

52 Mit igat ion X X X X X X X X X

6

6.1
Produce a zero-order draft & circulate it to national

stakeholders
X

6.2
Develop first order draft and circulate it to national and

regional stakeholders
X X

6.3
Develop final draft for circulation and presentation at

Validation workshop
X

6.4 Conduct a Validation Workshop for stakeholders X X

6.5
Based on review comments received from stakeholders at

the Validation Workshop develop the final BUR
X X X X X

6.6
Review of the science & technology committee of

Minister to validate the BUR at National level
X

6.7 Submit to UNFCCC X X

Project number GFL-5070-2724-4B36-2226

Project executing partners
Min istry o f Environment and Tou r ism (MET)

UNEP

REPORTING

GHG INVENTORY

PREPARATION OF MONGOLIA’S INITIAL BIENNIAL UPDATE REPORT TO UNFCCC: WORK PLAN FOR 2015-2017

COMPILATION, PUBLICATION AND SUBMISS ION OF BUR

TASK FORCE

TRAINING WORKSHOP &  MEETINGS

PROCUREMENT

Month

Moth number

Project Implementation period Year 1 Year  2 Year  3

2015 2016 2017
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表３－16 TNC の作成スケジュール 

IV V VI VII VIII IX X XI XII I II III IV V VI VII VIII IX X XI XII I II III IV V VI VII VIII IX X XI XII
1 Establish Project Steering Committee, and organize meeting

2
Prepare and f inalize annual w ork plan (modify at the end of the
year)

3 Non-expendable equipment purchase report
4 Quarterly progress report
5 Expenditure/f inancial report
6 Co-f inancing report
7 Audit report

8
Terminal/ f inal project report along w ith signed final statement of
accounts

9 Prepare project procurement plan to be cleared by UNEP

10
Establish procurement assessment committee / selection w orking
group

11
Publish procurement announcements for consultancy services,
and select task forces and independent consultants

12
Prepare and conclude contracts w ith task forces and independent
consultants

13
Receive and review  progress reports of the consultants and task
forces and give recommendations and comments if necessary

14

GHG Inventory: Identify major sectors and institutions holding data,
discuss, agree and sign MoU w ith the institutions detailing roles
and mandates

15
GHG Inventory: Conduct training w orkshop on the execution of
2006 National GHG Inventories Guidelines

16
Vulnerability/Mitigation Assessment: Conduct training w orkshop
for the vulnerability and mitigation assessment task forces

17

Capacity-building w orkshop to discuss integration of climate
change concerns into sustainable development plans and
programs

18
Technical capacity-building (participation in the sub-regional,
regional, international training w orkshops)

19
Technical assisstance (National, regional or international
consultants to assist w ith GHG inventory training)

20
Technical assisstance (National, regional or international
consultants to assist w ith GHG mitigation training)

21
Technical assisstance (National, regional or international
consultants to assisst w ith V&A training)

22 TNC Monthly project progress review  /internal/

23
Assess the w orks/reports of Task forces and inpendent
consultants and receive reports

24
Develop synthesized chapter versions of all the reports generated
under Immediate objectives 2-6 to form the TNC

25 Write the executive and technical summaries of the TNC

26
Produce a zero-order draft of the TNC, and circulate to
stakeholders at the national level for review

27
Based on review  comments received, develop f irst order draft
and circulate to national and regional stakeholders for review

28
Based on the review  comments on the first-order draft, develop
final draft for cilculation and presentation at Validation Workshop

29 Conduct a Validation Workshop

30
Based on review  comments received from stakeholders at the
Validation Workshop develop the TNC

31
Print Copies of the TNC, submit to Government and the Secretariat
of the UNFCCC and present at COP 23

THIRD NATIONAL COMMUNICATION: 2015-2017 WORKPLAN updated

2015 2016
Timeframe/ Main tasks№

2017
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出所：ECF 資料 

 

３－４ モンゴルの GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアル 

1995 年に策定されたモンゴルの大気法では、GHG インベントリは「モンゴルの GHG インベント

リ作成手順のナショナルマニュアル（National Manual of Procedures for Preparation of Greenhouse Gas 

Inventories of Mongolia）」に従って作成すること、と規定されている。マニュアルには、1996 年 IPCC

ガイドラインに基づく算定方法やデフォルト排出係数・パラメーターに関する科学的な説明に加え、

モンゴル特有の法的枠組み、入手可能なデータやデータソース、QA/QC、スケジュール等が記載さ

れており（表３－17参照）、附属書 I 国が作成する QA/QC 計画に類似した文書である。 

なお、本マニュアルは 2006 年に GEF/UNDP の支援のもとで作成され、SNC の GHG インベントリ

は本マニュアルを用いて作成されたが、それ以降は活用も更新もされていない。 
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表３－17 GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアルの概要 

目次 概要 

Executive Summary 
法的枠組み、国内制度、データ収集、算定方法、排出係数、QA/QC、報告内容、文

書化について 

1 章 エネルギー分野 データソース、排出係数、算定方法について 

2 章 工業プロセス分野 データソース、排出係数、算定方法について 

3 章 農業分野 データソース、排出係数、算定方法、報告内容について 

4 章 廃棄物分野 データソース、排出係数、算定方法について 

5 章 文書化・報告内容 報告、QC、排出量の検証、インベントリ作成スケジュール、完全性等について 

Annex UNFCCC ソフトウエア及びインベントリの報告様式 

出所：GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアル 

 

ECF は、本プロジェクト内でマニュアルを更新し、MET の科学技術委員会に提出し、正式な承認

を受けることを希望している。本マニュアルは 10 年以上前の知見や国情に基づいて記述されている

ため、大幅な改訂が必要となることに留意する必要がある。 

 

３－５ MET とデータ提供機関の間の協力取決め 

ECF は 2016 年 2 月に、BUR の GHG インベントリ作成のため、MET とデータ提供機関の間の協力

取決め（MoU）を作成し、その内容に基づいて活動量・パラメーターデータを収集した。しかし、

MoU を作成する際に、ECF とデータ提供機関の間で十分な協議が行われなかったため、必要なデー

タとは異なるデータが提供されるなどのトラブルが発生し、インベントリの作成が遅延したことが確

認された。本プロジェクトでは、必要に応じて、MET （場合によっては ECF）とデータ提供機関の

間の協力取決めを改定（新規作成）する予定である。 
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第４章 GHG インベントリ作成の現状と課題 

４－１ 概 要 

モンゴルでは、統計局や IRIMHE が多くの統計を収集・公表しており、さらに関連省庁も独自で統

計を整備していることが確認された。2006 年には「モンゴルの GHG インベントリ作成手順のナショ

ナルマニュアル」が作成されており、2014 年には、モンゴル科学技術大学の研究グループにより、

国独自の排出係数開発調査
20
が実施されている。他の非附属書 I 国に比べ、効率的に精度の高いイン

ベントリを作成することが可能と考えられる。 

一方で、統計の重複や基礎データの欠落が課題として確認された。特に、モンゴルには総合エネル

ギーバランスデータが存在していないため、エネルギー分野のセクトラルアプローチ（ボトムアップ

の算定）による GHG 排出量の算定に時間を要する可能性がある。また、活動量の把握に関しては、

特に石炭の種類別生産量・消費量データ、国際バンカーのデータ、産業種別燃料消費量データが未整

備であることが判明した。LULUCF 分野では、国の 8 割以上の面積を占める草地における GHG の算

定が十分に実施されていないことが現地関係者間の共通の課題認識となっている。 

既述の GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアルや国独自の排出係数開発調査の結果は、

第三者によるレビューを受けていないため、内容の更新が必要である。また、多数の専門家より、牧

草地の排出係数・パラメーターの開発が重要課題であるとのコメントがあり、優先的な課題が明確に

なった。 

モンゴルの優先的課題を表４－１に整理した。また、インベントリの技術的課題の一覧表を表４－

２に示す。 

表４－１ 優先課題 

分野 課題 関係機関 

分野横断的 

国特有の排出係数・パラメーターの研究結果をレビューするプ

ロセスが必要 
インベントリ担当機関 

GHG インベントリ作成手順のナショナルマニュアルの改訂が

必要 
インベントリ作成機関 

データベース、アーカイビングシステムが構築されていない インベントリ作成機関 

SNC インベントリで未推計となっている排出・吸収源の活動実

績の調査 
インベントリ作成機関 

エネルギー 

エネルギーバランス表を毎年作成する能力向上 

統計局、エネルギー省、道路交通開発

省、食糧・農牧業・軽工業省、鉱業・

重工業省等 

重複する統計データの分析能力向上 インベントリ作成機関 

活動量の把握  

 石炭の種類別消費量の把握 統計局、鉱業・重工業省 

 国際バンカーの推計方法の改善 モンゴル民間航空庁、道路交通開発省

 主要産業についての産業別燃料消費量の把握 統計局、鉱業・重工業省 

LULUCF 
牧草地（の土壌）からの GHG 排出・吸収にかかる排出係数・

パラメーターの開発 
食糧・農牧業・軽工業省、研究機関等

 
                                                        
20 2014 年に、モンゴル科学技術大学の研究チームが、1996 年改訂 IPCC ガイドラインの翻訳及び石炭の炭素排出係数、消化管内発

酵の CH4排出係数、廃棄物の CH4排出係数の開発調査に関する報告書を作成 
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表４―２ GHG インベントリの技術的な課題リスト 

 
分野 排出・吸収源 ガス 課題 インパクト※ 必要データ 

1 LULUCF 5.C. 草地 CO2 草地の土壌からの炭素ストックが未推計となっている。 小～大 土壌の炭素ストック変化量 

2 エネルギー
1.A.1. エネルギー産

業 
CO2 

発熱量・CO2排出係数について、デフォルト排出係数を使用

しており、実態を反映していない可能性が高い。 
大 燃料種別発熱量サンプル 

3 エネルギー 1.A. 燃料の燃焼 
CO2, 
CH4, 
N2O 

エネルギーバランス・活動量データが定期的に作成されてお

らず、精度の改善の余地がある。 
小～大 年別用途別燃料消費量データ 

4 エネルギー
1.A.3.a. 航空、国際バ

ンカー 

CO2, 
CH4, 
N2O 

国内航空からの排出量を算定していない可能性が高い。国際

バンカーの排出量を算定していない可能性が高い。 
小～中 

航空業界の燃料種別消費量デー

タ（可能であれば国内・国際別の

データ） 

5 
工業プロセ

ス 

2.F. オゾン層破壊物

質の代替としての製

品の使用 

HFC, 
PFC, 
SF6 

未推計となっているカテゴリーがある可能性が高い。 小～中 
冷凍空調機器の販売台数、使用台

数、廃棄台数、充填量データ、回

収量データ等 

6 農業 4.A. 消化管内発酵 CH4 
Tier 2 を用いている場合、各パラメーターがモンゴルの実態

を反映していない可能性がある。 
小～中 

乾物摂取量、家畜種別の頭数、乳

量・乳脂肪率・牛の体重等 

7 LULUCF 5. LULUCF 
CO2, 
CH4, 
N2O 

SNC インベントリは 1996 年ガイドラインの排出・吸収源ベー

スで算定しており、土地利用ベースでの算定方法の検討が必

要である。 
小～中 

土地利用区分別の面積、土地利用

転用マトリックス 

8 エネルギー 1.B.2 石油、天然ガス
CO2, 
CH4 

原油の生産があるにもかかわらず、排出量が計上されていな

い。 
小 原油生産量 

9 エネルギー 1.B.1 固体燃料 CH4 
木炭の製造があるにもかかわらず、排出量が計上されていな

い可能性がある。 
小 木炭生産量 

10 
エネルギー, 
IPPU 

1.A.2 製造業及び建設

業, 2.C.1 鉄鋼製造 

CO2, 
CH4, 
N2O 

粗鋼を生産しているが、2.C.1 の排出量が 0 となっている。 小 
鉄鋼業におけるエネルギー消費

量 

11 エネルギー 1.A.4.b 家庭 
CO2, 
CH4, 
N2O 

エネルギーバランスデータの精度の改善の余地がある（現状

固体燃料及び LPG のみ把握されているようだが、その他の石

油製品が消費されている可能性がある）。 
小 家庭におけるエネルギー消費量 

12 エネルギー
1.A.2 製造業及び建設

業 
CH4, 
N2O 

業種別のエネルギー消費量が把握されておらず、適切な排出

係数が設定されていない可能性が高い。 
小 業種別エネルギー消費量 

13 エネルギー 1.A.3.b. 運輸 
CH4, 
N2O 

Tier1 法を用いている場合、排出量の精度が低い可能性が高

い。デフォルト排出係数を使用しており、実態を反映してい

ない可能性が高い。 
小 

車種別走行量、触媒の使用に関す

るデータ等 

14 エネルギー
1.B.1. 固体燃料からの

漏出（閉山炭鉱） 
CH4, 
CO2 

2006 年 IPCC ガイドラインに追加された排出源が未推計とな

っている。 
小 閉山炭鉱数、閉山期間 
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15 廃棄物 6.B. 排水 N2O 
CH4排出量は算定しているが、N2O 排出量が未推計となって

いる。 
小 

排水中の有機物量または窒素量 
生活排水処理施設別の年間処理

人口 

16 廃棄物 6.C. 廃棄物の焼却 
CO2, 
CH4, 
N2O 

医療廃棄物等の焼却に伴う GHG 排出量が未推計となってい

る。 
小 廃棄物の焼却量 

17 廃棄物 6.A. 固形廃棄物 
CO2, 
CH4 

一人当たり廃棄物量データを用いて排出量を算定しており、

モンゴルの実態を反映していない可能性がある。 
小 固形廃棄物の量 

18 IPPU 
2.A.3 石灰石及びドロ

マイトの使用 
CO2 ガラスが生産されている可能性がある。 小 ガラスの種類別生産量 

19 エネルギー
1.B.2.a. 石油生産由来

の排出 

CO2, 
CH4, 
N2O 

石油を生産しているが、1.B.2.a.の排出量が 0 となっている。 小 石油生産量 

※大：数十万 t CO2、中：数万 t CO2、小：数千～数万 t CO2 
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４－２ 分野別の現状と課題 

４－２－１ エネルギー 

（1）算定方法 

  モンゴルのエネルギー分野の GHG インベントリは、SNC までは 1996 年改訂 IPCC ガイドラ

インにより作成されていたが、第 1 回 BUR の GHG インベントリは 2006 年 IPCC ガイドライン

を用いた作成に切り替える予定である。GHG 排出量の算定システムは Excel ベースの算定ファ

イルであり、IPCC が開発した 2006 年 IPCC ガイドラインのソフトウエアは用いていない。 

  SNC の GHG インベントリでは、すべてのカテゴリーは Tier 1 で算定しており、ほぼすべてのカ

テゴリーで 1996 年改訂 IPCC ガイドラインのデフォルトの排出係数を用いている。また、エネル

ギー供給データを用いて排出量を算定するレファレンスアプローチとボトムアップで排出量を算

定する部門別アプローチで排出量の算定を行っているが、アプローチの比較は実施していない。 

 

（2）活動量 

1）エネルギーバランス表 

・ 1990 年まではエネルギー経済研究所がモンゴルのエネルギーバランス表を定期的に作成し、

2000 年、2005 年のものも作成しているが、当時の担当者は転職・引退等しており、現在は

誰もそのノウハウをもっていない。 

・ 2000 年に、JICA の支援によってモンゴルのエネルギーマスタープランが作成され、エネ

ルギー統計が整理されたが、それ以降はデータが更新されていない。 

・ エネルギー省としては、正式にエネルギーデータの収集・整理はしておらず、その予定も

ないが、内部資料としては、個人的ネットワークを駆使して作成した簡易なエネルギーバ

ランス表が存在する。エネルギーバランス表のデータ提供元は以下のとおり。 

 石炭の生産量（統計局）企業別に整理されたデータのため、秘匿扱いとなっている。

データの各項目（生産量、発熱量等）の単位やカバレージが統一されていないので、

データ処理が難しいかもしれない。 

 石炭の生産量（鉱業・重工業省）ただし、統計局データとカバレージが違う可能性が

高い。 

 エネルギー産業の燃料消費量（エネルギー規制委員会） 

 石油製品の輸出入量（石油局） 

 家庭部門でのバイオマス消費量に関する論文（Mongolia Energy Corporation） 

・ 統計局は石炭のエネルギーバランス表を定期的に作成・公表しているが、石炭の種類別の

量がすべて合計されており、算定に使用できない（表４－３参照）。また、製造業及び建設

業や運輸の燃料消費量が合計されており、公表されているデータでは、ボトムアップの算

定は不可能である。 

・ 統計局は、ホームページに公表しているデータ以外にも、業種別、ユーザー別消費量デー

タも保管している。 

・ なお、統計局はエネルギー統計の重要性について認識しており、エネルギーバランス表の

定期的な作成に前向きであるが、技術的なキャパシティーの向上が必要である。 

・ 総合的なエネルギーバランス表を作成するためには、統計局と関連省庁が連携しながら検

討を進める必要がある。 
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表４－３ 石炭のエネルギーバランス表 
（単位：1000 トン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：統計局 HP より作成 

 

2）個別の活動量データ 

・  関連省庁も燃料種別のデータを収集しており、詳細な区分で整備されている可能性があ

る。例えば、炭鉱数及び炭鉱別の石炭生産量、業種別の石炭・石油製品の消費量及び石油

の生産量は鉱業・重工業省、エネルギー産業の燃料種別消費量データはエネルギー省・エ

ネルギー規制局が収集している。 

・ 鉱業・重工業省では、石炭、石油の種類別の生産・輸出入・在庫データを把握しており、現

在統計局のホームページに載っている石炭バランス以上に精緻化された表が作成可能。ただ

し、消費データは把握していない。なお、第 1 回 BUR の GHG インベントリ用に鉱業・重工

業省より石炭のデータ提供を受けたが、種類別データが統合されていたので、注意が必要 

・ 鉄道のディーゼル消費量は把握可能である。また、鉄道で炭鉱の石炭を運送しているため、

一部の石炭のエンドユースデータが把握可能。用途は以下のとおり。 

 鉄道車両に整備されている石炭ストーブの石炭消費量 

 炭鉱従業員の家庭での消費量 

 業務用ストーブの消費量 

・ なお、鉄道からの大気汚染対策が 2017 年 4 月から開始され、車両の石炭ストーブは近い将

来に廃止となる予定 

・ 鉱業・重工業省は炭鉱・廃坑データも把握しており、燃料からの漏出の GHG 排出量は算

定可能である。 

 

（3）課題と対応方針 

1）石炭の種類別消費量の把握 

上述したとおり、モンゴルでは統計局が石炭の供給・需要に関する統計を整備しており、一

部はホームページに公開しているが、種類別に分かれていないため、公開データをエネルギー

分野の活動量として使用することは活用できない。統計局は JICA プロジェクトでデータ提供

に協力するとの回答を受けているが、担当者によって対応の姿勢が異なるため、MET/ECF と

2010 2011 2012 2013
Resources- Total 26,506 34,904 38,809 38,982

 Stock at the begining of the year 1,344 2,874 8,883 8,858
 Produced 25,162 32,030 29,926 30,123

State owned mining company 10,460 12,090 10,336 12,322
Private sectors mining company 14,702 19,939 19,591 17,801

 Import 0 0 0 1
 Consumption-Total 6,906 6,815 7,381 8,181
 Consumed by thermal power stations 5,533 5,410 5,801 6,375
 Distributed to establishments and households for fuel purposes 1,373 1,405 1,580 1,806

Industry & construction 180 222 337 223
Transport & communication 50 53 42 11
Agriculture 10 9 4 8
Communal housing 615 641 637 788
  of which: household 612 640 626 783
Other 519 428 481 615

 Manufacturing - 2,578 7,047 10,083
 Export 16,726 21,296 15,524 12,594
 Stock at the end of the year 2,874 4,215 8,938 8,286



 

－53－ 

統計局の間で MoU 等を締結する必要がある。なお、鉱業・重工業省、エネルギー規制局、道

路交通開発省も石炭種類別生産量の一部を収集しているため、すべての機関からのデータを比

較・分析したうえで、インベントリ作成に適したデータを活動量として使用する必要がある。

JICA プロジェクトでは、ECF と各データ提供者への個別ヒアリングや ECF とデータ提供者が

協議できるワーキンググループの場を設立し、データ項目の定義や対象業者、データ整備のプ

ロセス・頻度等について情報収集を進めながら検討を進める必要がある。 

2）国際バンカーの推計方法の改善 

IPCC ガイドラインによると、国家 GHG インベントリでは、国際バンカーからの GHG 排出

量は国の総排出量に含めず、メモ項目として別計上することになっているが、モンゴルの SNC

の GHG インベントリでは、飛行機からの排出量を区別しておらず、排出量を過大推計してい

る可能性が高い。第 2 次調査時の ECF 聞き取りによると、BUR の GHG インベントリでは、

簡易な方法で国内・国際を分別する予定だが、精緻化が必要とのことであった。 

モンゴル民間航空庁には飛行機の種類別便数・フライト数・フライト別の飛行距離・飛行機

の型に関するデータが整備されている。このデータと国際機関〔例えば、国際民間航空機関

（International Civil Aviation Organization：ICAO、気候変動に関する政府間パネル

（Intergovernmental Panel on Climate Change：IPCC）〕のデータを組み合わせて国際バン

カーからの GHG 排出量を推計することが可能である。なお、フライト別の飛行距離や便数に

ついては 1990 年まで遡って保管しており、飛行距離のデータは 2000 年まで保管されている。

MET/ECF と道路交通開発省との間で MoU を締結したうえで、モンゴル民間航空庁にデータ

提供依頼状を送付すれば、必要データはすべて提供可能であることが確認できた。  

3）主要産業についての産業別燃料消費量の把握 

鉱業・重工業省が主要産業の燃料消費量を把握している可能性があるが、詳細な販売データ

は整備していない可能性がある。インベントリ作成に使用可能な省庁データが限定的な可能性

があるため、業種を絞って文献調査やヒアリング調査を実施する必要がある。場合によっては、

ローカルコンサルタントを活用して一部の業種からの消費量データを調査するオプションも

考えられる。 

 

４－２－２ LULUCF 

（1）算定方法 

  モンゴルの LULUCF 分野の GHG インベントリは、SNC までは 1996 年改訂 IPCC ガイドライ

ンにより作成されていたが、第 1 回 BUR の GHG インベントリは 2006 年 IPCC ガイドラインを

用いた作成に全面的に切り替わっている。この 2006 年 IPCC ガイドラインベを用いた LULUCF

インベントリの作成作業は、GIZ が 2014 年から 2016 年までに実施した国家森林インベントリ

（National Forest Inventory：NFI）整備のための技術協力プロジェクトの一環として、ドイツの

インベントリ作成機関である Thuenen 研究所の専門家が二度にわたって短期専門家としてウラ

ンバートルに入り、その支援を受けて行われたものである。 

  現在の基本的な算定システムは Excel ベースの算定ファイルである。主要な方法論に関して

は、土地利用変化の情報については土地・測量・地図庁（Administration of Land Affairs, Geodesy, 

and Cartography of Mongolia：ALAGAC）の整備する面積データを基に、さまざまな補完推計を

踏まえて作成されており、森林の吸収量は前述の GIZ のプロジェクトで整備されたパラメータ
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ーを用いた計算、それ以外の部分は基本的には 2006 年 IPCC ガイドラインのデフォルト値を活

用した Tier 1 の算定手法である。 

 

（2）今後のインベントリ改善に向けた動向 

1）森林及び土地利用変化の状況 

・現在、モンゴルでは UN-REDD により REDD＋（※UNFCCC 下における途上国の森林減少・

森林劣化等によるに排出削減の取り組み）の参照レベル作成及びモニタリング制度に関する

支援が進行しており、2018 年 1 月に UNFCCC への参照レベル提出、その後 2018 月 11 月ま

でに国内体制整備を行い、プロジェクトを完了することが予定されている。 

・REDD＋に関するモニタリング制度として、FAO により Collect Earth という、Google Earth

及びランドサットデータと連動をして国内の土地・GHG の状況を把握するサンプリングシ

ステムのツールが導入されている。このシステムでは全土のすべての土地利用を網羅するも

ので、米国が開発した ALU ソフトウエアと連動させられるようになっている。 

・CCPIU の GHG インベントリ作成グループとは別ラインに、この REDD＋のモニタリングに

ついて、サンプル地点の土地被覆状況の変化を判読する作業スタッフがおり、①作業が

CCPIU 内で完結すること、②国内の既存土地データを活用する際に生ずるデータ毎の定義の

違いや時系列的な欠損に対する処理作業の負担や不確実性が減少することなどから、CCPIU

の LULUCF 担当からは、今後の GHG インベントリの作成においては、Collect Earth ベース

の土地把握システムに移行する意向があるとの説明を受けた。 

・GIZ による NFI 整備については一通りの仕組み作りは終了しており、この先はデータ作りよ

りも森林管理の支援といったフォローアップが予定されている。 

2）草地、農地の状況 

・草地算定の改善について、モンゴル国内の専門家は総じて前向きな姿勢 

・土壌、農業、草地については、日本の大学との共同研究も多く、日本国内に詳しい専門家が

いるほか、農業系では日本への留学経験を持つ研究者もいる。 

・モンゴルの土壌炭素のデータは、現時点では網羅的に整備・まとめは行われていない。その

ため、まずは既存の情報をレビューして空白箇所を把握したのちに、新たな調査が必要な個

所を特定するのが望ましいと、複数の土壌研究者からアドバイスがあった。なお、2018 年 1

月にモンゴルの土壌状況をまとめた資料が刊行されるとのこと。 

・草地、土壌、炭素に影響を及ぼす要因は、気候変動そのもの、放牧強度、砂漠化、土壌流亡

など。放牧強度と土壌の関係については、いくつかの研究もしくは論文があるが、国土を網

羅的にカバーしているものではないとのこと。 

・土壌調査を行う場合は、植生状態の状況把握が必要となるため、6～8 月の 3 カ月が適期と

なること、気候条件の年次変動が大きいことから、可能であれば 2 カ年の情報をとることが

望ましい、可能であれば日本の研究者に短期専門家として入ってもらうことが望ましい、と

いった指摘があった。 

・試料の分析については、異なる機関にラボがあるが、同一試料でもその分析の結果が異なる

ことが多いということが専門家のほぼ共通した見解。そのため分析は（日本に輸入し日本で

分析するという選択肢も含め）一カ所にまとめることがよいというアドバイスもあった。新

たな分析機材が必要か否かについては専門家について見解が分かれるところで、総じていえ
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ば分析系の作業を行っている専門家は不要との意見が多かった。Institute of Geography and 

GeoEcology は化学実験による手法を採用しており、生命科学大学と国立モンゴル大学の土

壌分析系の研究室には、全炭素を測定できる測定器が入っていた。 

・土壌調査を専門家に依頼する場合、個別の研究所・大学と合意を結ぶ方法と、国内の土壌研

究者を統括する Soil Science Union と合意を結ぶ方法が考えられる。 

・IRIMHE の Agriculture/Meteorology セクションでは、草地の生態・植生に関する研究調査を

実施しており、2002 年以降約 1,500 のモニタリングサイトで放牧地の状況を調査している。

バイオマスのモニタリングは毎年、土壌のモニタリングは 5 年に一度収集される。これはス

イスの協力による Green Gold プロジェクトで整備されてきたものである。2015 年刊行され

た「Rangeland health monitoring of Mongolia」という冊子において、草地の状態を 5 分類して

ベースラインとして活用できる情報を取りまとめた。この土壌調査では炭素の量については

計測しておらず、換算する場合、気象条件、soil texture、bulk density の情報が必要。後者の

二つが十分に存在していない。 

・ALAGAC では、2015 年より土地情報のモニタリング及び集中データの管理システムを運用

している。スイスの Green Gold プロジェクトの支援を受けて整備されたもので、牧畜者が地

方政府と土地管理（保全）に関する合意を行い、その状況を 3,000 点のモニタリングスポッ

トで把握するもの。毎年植生等の現地の情報が把握される。モニタリングの内容は、GHG

インベントリに必要なものがあれば今後反映することが可能 

・Green Gold プロジェクトはこれまでに 10 年以上の活動実績があり、2017～2020 が新たなフ

ェーズに入っている。主目的は放牧地の劣化への対処であり、これまでにモンゴル各地にお

いて、Sum レベル（地方行政体レベル）で家畜強度を把握できるような制度を作成した。ス

イスのプロジェクトが終了しても 2 年ごとに ALAGAC がモニタリング結果に関する報告書

を作る予定 

・食糧・農牧業・軽工業省に、放牧地の担当を行う行政官が一人しかおらず体制が弱い。 

・農業はモンゴルでは主要な産業ではないが、2008 年に政策が変わり、ソ連時代に放棄され

ていた耕作地を再生し、また省耕起などの環境保全型の農業が行なわれるようになった。省

耕起の割合などの具体的なデータは食糧・農牧業・軽工業省が政策の進捗情報として把握し

ている可能性がある。 

・NGO の Wildlife Conservation Society でも、モンゴル東部、南部で土壌も含めた草地生態の調

査を行っている。2012 年に開始され 2019 年までの予定 

 

（3）課題と対応方法 

1）森林の算定 

森林関係についてはこれまでの他の支援プロジェクトにより、データ及びシステムの整備が

進んでおり、特に本プロジェクトで作業対象とする必要性はない。 

2）土地利用変化データ 

モンゴル側では今後は Collect Earthを用いたアプローチ 3のシステマティックサンプリング

手法に収斂する意向があり、その場合、土地マトリクス作成については方法論及びシステム的

には対処できる状況。本プロジェクトでは、後述する草地・農地の変化を把握するためのサブ

カテゴリーレベルに階層化した（Improved grassland, nominally managed grassland, degraded 
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grassland のような）面積データについて、上記のシステムへの統合を含めた検討が必要となる。 

3）草地の算定 

新たな方法論の策定が必要であり、以下のような作業段階が考えられる。 

① 既存のデータ・論文等のレビューを行いデータの取りまとめを行う（モンゴルの土壌専門

家に作業を依頼。同時に、日本国内の関係者より関係論文を収集して提供）。 

② 既存データの取りまとめ結果を踏まえて、追加的なデータ把握が必要な個所を特定。また

適用する算定方法について大凡の方針を確定する。追加的に調査を行う場合は、サンプル

数、サンプリング手法、分析実施機関などの調査手法を固める。 

③ 追加調査及び分析の実施 

④ 上記調査結果から算定方法のパラメーター等を作成し、算定手法の開発を行う。 

4）農地の算定 

方法論は草地と同様であり、主要な緩和活動として知られる省耕起栽培が実施されているこ

とから、食糧・農牧業・軽工業省で同政策実施の進捗状況を把握していれば、新たな算定が可

能となる。草地の方法論開発と同時に作業することが望ましいと考えられる。 

 

（4）専門家候補 

 表４－４ 草地・農地算定の専門家（モンゴル） 

名前 所属 専門分野 

BATKHISHIG O. Institute of Geography and GeoEcology モンゴルの土壌の大家 

UNDARMAA Jamsran MULS, Center for Ecosystem Study 草地土壌調査 

JAVKHLANTUYA 

Altansuvd 
MULS, Agro-chemistry laboratory 農業化学分析 

ARIUNTSETSEG 

Lkhgva 

NUM, School of Arts and Science, Department of 

Biology 

放牧地土壌や植生群落

のバイオーム 

ERDENETSETSEG B. IRIMH, Agro meteorology section 草地生態 

ODGERAL B. MULS, AgroEconomy and Crop Protection 農地土壌 

MANDAKH 

Nyamtsren 
Institute of Geography and GeoEcology 砂漠化 

OTGONSUREN A. Wildlife Conservation Society 草地生態 

 

表４－５ モンゴルの草地炭素に詳しい専門家（モンゴル） 

名前 所属 専門分野 

佐々木雄大 
横浜国立大学大学院環境情報研究院 自然環境

と情報部門 准教授 

モンゴル草原における

土地荒廃パターンとメ

カニズム 

田村憲司 筑波大学大学院生命環境科学研究科 教授 
地球温暖化が土壌生態

系に与える影響 

浅野眞希 筑波大学生命環境系 助教 

モンゴル高原における

草原生態系の保全と土

壌環境 
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４－２－３ 工業プロセス 

・SNC のインベントリでは、セメント及び生石灰からの CO2 排出量と冷蔵庫及び空調機器からの

HFCs 排出量のみが算定されているようだが、モンゴルでは鉄鋼及びガラスが生産されているに

もかかわらず、排出量は算定されていない。これらの生産量は鉱業・重工業省で収集している工

場別の製品生産量及び製品の輸出入量の統計を用いて把握することが可能である。本統計は、

2016 年の 4 月～5 月に工業省のホームページにアップロードされる予定である。 

・ガラス以外の石灰石及びドロマイトの使用の実態があるかを調査する必要がある。 

・化学産業及びその他産業からの GHG 排出量は存在しない可能性が高いが、オゾン層破壊物質の

代替としての製品の使用からの F ガス排出量は未把握の可能性が高い。関税局は冷蔵庫、車を

含む製品の輸出入量データを統計として公表しており、算定に使用できる可能性がある。 

・2006 年ガイドラインに従ってインベントリを作成する場合は、新規排出源（鉛製造、亜鉛製造、

燃料からの非エネルギー製品及び溶剤の使用、等）からの排出量算定を検討する必要がある。 

 

４－２－４ 農 業 

・馬、牛、山羊、めん羊、ゴート、ラクダの頭数データは統計局ホームページで公表されている（豚

はない）が、1 年分のみであり、1990 年に遡ったデータは公表されていない。また、牛の種類別

（乳用牛、肉用牛、年別等）データは示されておらず、Tier 2 法を用いることはできない。 

・統計局ホームページに麦、イモ、穀物の作付面積が公表されているが、3 年分のみであり、1990

年に遡ったデータが公表されていない。収穫量データも公表されていない。 

・畜産データ（頭数）の詳細データ及び農作物の収穫量・作付面積に関するデータは農牧省が収集

している可能性がある。また、家畜研究所、農牧大学、食糧研究所、科学技術大学食糧バイオテ

クノロジー部でも、活動量データ及びその他のパラメーター（牛の乾物摂取量、牛の乳量、乳脂

肪率、牛の体重別頭数、消化管内発酵の CH4排出係数）を収集・研究している可能性がある。 

・モンゴルの家畜の大半は放牧されており、家畜の排せつ物の管理による CH4、N2O 排出係数は他

国に比べて低いと考えられるが、国特有の排出係数がないため、SNC インベントリでは IPCC の

デフォルト値を用いている。 

・肥料の施肥量に関する統計はないが、農家支援センターが安価で販売している肥料の種類別（合

成肥料、有機質肥料、尿素肥料、その他肥料）販売量は把握可能である。 

 

４－２－５ 廃棄物 

・SNC では、自治体の統計や JICA プロジェクトで検討した一人当たり廃棄物量を用いて固形廃棄

物量を推計したが、現在は、IRIMHE のデータベースに示された廃棄物量データを用いることが

可能である。 

・排水処理からの N2O 及び廃棄物の焼却からの GHG 排出量が未推計となっているが、データソー

スは不明である。 

 

４－３ 気候変動対策にかかる支援 

４－３－１ GHG インベントリ作成にかかる支援 

（1）UNEP・GEF による NC・BUR 作成支援 

  UNFCCC のもとでの報告義務を果たすための支援として、2014 年より、UNEP 及び GEF に
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より BUR 作成プロジェクト及び TNC 作成プロジェクトが進められている。両プロジェクトは、

GEF が資金提供を行い、UNEP が技術的な支援を行う形式で実施されている。 

 

（2）UN-REDD プログラムのもとでの支援 

  モンゴルは 2011 年 6 月に UN-REDD プログラムに参加しており、当該プログラムにおける

支援のもと、2011～2014 年の間に環境グリーン開発省によって国家 REDD+ロードマップの策

定が行われた。2016 年 1 月には UN-REDD Mongolia National Programme が正式に開始し、本プ

ログラムの活動の一環として、森林からの GHG 排出・吸収量算定の支援も対象に入っている。 

 

（3）過去に実施された GHG インベントリ作成にかかる支援 

  モンゴルにおいて過去に実施された主な GHG インベントリ関連の支援は以下のとおり。 

 

表４－６ 過去に実施された GHG インベントリ作成にかかる支援 

プロジェクト名 

及び実施主体 
概要 

米国国別調査プロジェクト

（米国政府） 

GHG 緩和オプションに関する最初の研究例。対象はエネルギー分野と LULUCF 分野。

エネルギー分野では LEAP モデル、LULUCF 分野では COMAP モデルを活用して削減

量の推定や緩和オプションの検討を実施。モンゴルとして初の GHG インベントリ作

成も本プロジェクトで実施 

アジア最小コスト温室効果

削減戦略（ALGAS） プロ

ジェクト （ADB） 

GHG インベントリ作成と排出量の将来予測を実施。それらの結果に基づき削減対策に

おける最重要エリアを特定するとともに、エネルギー分野の潜在的な緩和対策のリス

トを作成 

モンゴル INC・SNC 作成 

（UNEP、GEF） 

モンゴルの INC・SNC の作成を支援。現行の BUR1・TNC 作成支援と同様に、UNEP

の技術的支援及び GEF の資金支援を担当 

気候変動緩和方策：モンゴ

ルのエネルギー分野におけ

る技術移転ニーズの評価 

（UNEP） 

モンゴルにおけるエネルギー分野での気候変動関連の最優先技術ニーズを特定する

ために調査を実施するとともに、気候変動行動プログラムの実施のため技術ニーズを

費用効率よく満たすプロジェクトの概要を作成する。 

Capacity Building for 

Improving the Quality of  

GHG Inventories Europe 

/CIS Region（UNDP、GEF）

東ヨーロッパ、CIS 地域の 12 カ国（アルバニア、アルメニア、アゼルバイジャン、ク

ロアチア、グルジア、マケドニア、モルドバ、モンゴル、スロベニア、タジキスタン、

トルクメニスタン、ウズベキスタン）を対象とした、インベントリキャパビルプロジ

ェクト。GHG インベントリの国内体制の強化、インベントリ作成のツール開発、算定

方法の改善、等がプロジェクトのアウトプット 

 

４－３－２ 緩和策・適応策にかかる支援 

モンゴルにおいて気候変動の緩和策・適応策にかかる主な支援は以下のとおり。 
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表４－７ 気候変動の緩和策・適応策に係る主な支援 

プロジェクト名 

及び実施主体 
概要 

二国間クレジット制度を通

じた支援（日本政府） 

日本国政府は、途上国への GHG 削減技術等の普及や対策実施を通じ、実現した温室

効果ガス排出削減・吸収への日本の貢献を定量的に評価するとともに、日本の削減目

標の達成に活用するため、二国間クレジット制度（Joint Crediting Mechanism：JCM）

を構築・実施しているが、モンゴル政府とは 2013 年 1 月 8 日に JCM にかかる二国間

文書に調印しており、本制度における最初のパートナー国となっている。環境省及び

経済産業省の事業として、4 件の事業が採択されており、太陽光発電、高効率・低電

力損失送電技術、バイオマス・石炭混焼ボイラーといった事業が実施されている。 

建設セクターの NAMA プ

ロジェクト（UNDP） 

UNDP は、建設・都市計画省を実施パートナーとし、MET、エネルギー省、Khas 銀

行、モンゴル科学技術大学の協力で建設セクターの NAMA プロジェクトを実施して

いる。実施期間は 2016 年 6 月から 2019 年 12 月で、プロジェクトの目的は、モンゴ

ルにおける NAMA の開発と推進を通じて建設部門でのエネルギー効率のために市場

転換を容易にし、GHG 排出削減を達成することである。建設セクターにおけるインベ

ントリも作成する予定 

GCF readiness project（GIZ）
2017 年 6 月～7 月頃に開始予定の 1 年間の GIZ プロジェクト。GCF 認証に向けた支援

を行う予定 

NDC 支援のリージョナル

プロジェクト（GIZ） 

気候変動政策の能力形成に係る地域プロジェクト（Capacity development for climate 

policy in the countries of South East, Eastern Europe, the South Caucasus and Central Asia）の

フェーズ 3（2017-2021）のモンゴルにおける能力強化の対象に選ばれており、INDC

の NDC への更新支援が計画されている。 

モンゴルの適応計画策定能

力形成 

「UNEP と協力して“モンゴル国の適応計画策定能力形成”プロジェクトを作成し、緑

の気候基金に提出する」が、2017 年の MET 行動計画に記載されている。 
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